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１－１．問題意識 
 
日本経済の GDP に占める製造業の割合は、1970 年をピークとして低下を
続け、日本の産業構造は第三次産業つまりサービス業中心にシフトしつつあ
り、2012 年には GDP に占める割合が 74.9%と、いわゆるサービス経済の世
の中にある1。 
かつて、イギリスの経済学者であるコリン・グラント・クラークは Clark 
(1940) において、経済・産業社会の発展につれて、就業人口の比率及び国
民所得に占める比率の重点が、第一次産業から第二次産業を経て第三次産業
へとシフトすることを示したが、果たして我が国や欧米をはじめとする先進
国において第三次産業、即ちサービス業の産業に占める割合が高くなってい
る。2 
経済産業省（2013）において、「ものづくり産業」いわゆる製造業は、国
内雇用や貿易立国日本を支えてきた我が国の基幹産業であると述べられてお
り、我が国における製造業の重要度の高さが窺えるが、そのいっぽうで、日
本経済のサービス化の流れを受け、日本政府は 2006 年に閣議決定された
「新経済成長戦略大綱」において、サービス産業ははじめて製造業と並ぶ
「双発の成長エンジン」として位置付けられ、サービス産業の生産性を抜本
的に向上させることにより我が国の経済成長を達成すべきことを提示した。
また、同年 9 月に発表され、我が国における今後の科学技術政策の方向を示
す「総合科学技術会議・第三期科学技術基本計画」においても、国際的に生
産性が劣後しているサービス分野は、科学技術によるイノベーションが国際
競争力の向上に資する余地が大きいとして、サービスイノベーションの重要
                                                        
1 平成 24 年度国民経済計算確報（フロー編） - 内閣府発表（2013 年 12 月 25 日） 
http://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kakuhou/files/h24/sankou/pdf/point20131225.pdf  
2 IMF の調査によると、G8 主要国のうちロシアとカナダを除いた 6 ヶ国において、名目
GDP に占める第三次産業の割合が 7 割を超えている。 
http://www.imf.org/external/pubs/ft/weo/2012/01/weodata/index.aspx 
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性が指摘されている。これらの政府レベルでのサービス産業に対する関心の
高まりとともに、サービスの原因と結果の因果関係をモデリングすることを
主目的として、経済産業省の委託事業としてサービス産業生産協議会の中に
設置された CSI 開発ワーキンググループによる診断システムである、JCSI 
(Japanese Customer Satisfaction Index) の開発といった取り組みが行われてい
る。JCSI は、単に企業のランキング情報を提供するだけに留まらず、サー
ビス企業のオペレーションやマネジメントへの戦略的示唆を導くことを示し
ている（小野 2010）。 
サービスに対する注目が理論的・実務的双方で高まるいっぽうで、商業や
マーケティングに関する研究を幅広く考察すると、様々な研究潮流において
顧客と他の顧客の関係が、企業活動にとって何らかの意味を持つことが議論
されてきている。例えば商業研究においては、街において接触する他の消費
者との間で何らかの社会的な相互作用が生まれ、それが消費に対し何らかの
影響を与えていると示唆している研究や (Veblen 1899; 南 1999; 石原 2009)、
準拠集団研究では自身と同じ準拠集団に属する他者から強い消費に関する影
響を受けているとされる (Bearden and Eztel 1982)。また、他の消費者と緊密
な関係を持ったコミュニティを形成し、相互作用が行われることで、製品や
サービスの使用価値を高めたり、強いロイヤルティを形成することがブラン
ド・コミュニティ研究 (e.g., Muniz and O’Guinn 2001) で指摘されている。そ
して、クチコミ研究においては、商品を購買する際にクチコミを参照すると
答える消費者は非常に多いことが示され、企業によるマネジメントの重要性
が指摘されているし（田中・清水 2006）、イノベーション研究においても、
イノベーションの担い手が企業から消費者間の協働にシフトしつつあること
も指摘されている (von Hippel 2005)。こうした顧客間で起こる事象が企業に
とっての価値創造になることがマーケティングの基本的な原理になること
を、メタ・マーケティングの観点から Vargo and Lusch (2004) は主張し、有形
的な生産物と不連続的な取引が中心となったグッズ・ドミナント・ロジック 
(Goods Dominant Logic) から無形財と連続的な取引プロセス、そして関係性が
中心となるサービス・ドミナント・ロジック (Service Dominant Logic) へ移行
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しつつあるという。このように、企業が創造した価値の単なる受け手ではな
く、価値創造の資源として顧客を捉える考え方も一般的になりつつある。 
そうした顧客が担う価値形成について、主流とは言えないものの以前から
論じられてきた研究分野の 1 つに、サービス研究も含まれている。そもそ
も、モノの生産と異なりサービスの生産には顧客の存在が不可欠であり、ま
たサービスが顧客に提供され、また消費される場を意味するサービス・エン
カウンターにおいて他の顧客が存在することが多いため、サービスの成果に
影響を与える重要な要素の 1 つとして、顧客間の社会的影響が考慮されるべ
き要素の 1 つであることは以前から指摘されてきた背景もあり、サービスの
成果との関連について検証も進められてきた (e.g., Martin and Pranter 1989; 
Moore, Moore, and Capella 2005; Argo, Dahl, and Manchandra 2001)。しかし、今
までの既存研究においては顧客間相互作用や顧客間の会話、顧客間の親密さ
といった異なる概念で捉えられ、結果的に会話や接触といった日常的なサー
ビスの因果関係を捉えるにあたり顧客が経験する頻度の少ない現象まで
(Harris, Baron, and Ratcliffe 1995) 含まれてしまっており、サービス・エンカウ
ンターにおける一般的な顧客間の社会的影響とサービス成果との因果関係が
明らかとされていない。また、サービス成果の規定要因は従業員の対応や施
設・設備の充実度といったサービス企業によって提供される要素も考えら
れ、顧客間の社会的影響と顧客間の相互作用の双方を捉えることが重要であ
るとされながらも (Langeard, Bateson, Lovelock, and Eiglier 1981; Martin and 
Pranter 1989; Grove and Fisk 1992)、両概念間の関係についてこれまでの既存研
究では検証されていなかった。 
サービス研究において、サービス・エンカウンターにおいてサービス成
果に影響を与える日常的な顧客間の社会的影響を明らかにすること、また顧
客間の社会的影響とサービス成果との関係について、双方の概念を考慮した
場合にサービスの成果に与える影響がどう異なることを明らかにするのが理
論的課題の 1 つであると考える。 
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１－２．本研究の概要 
  
本研究は、前節において述べた問題意識をもとに、知覚されたサービス
品質とサービスの成果である顧客満足・顧客ロイヤルティ間の関係に、サー
ビス・エンカウンターおける社会的存在感概念が調整する効果を実証し、社
会的存在感に関する新たな理論的知見を導き出すものである。 
 第 2 章では、サービス・エンカウンターにおいて日常的に生じている顧客
間の社会的影響を、教育心理学における社会的存在感概念を用いて分析し、
量・質の側面からこれまでに論じられてきた因果関係とともに今後明らかに
されるべき課題を導出する。 
次の第 3 章では、第 2 章において導出した社会的存在感の質の側面に関
して、サービスの成果に何らかの影響を与えると思われる重要な概念を導出
することを目的とし、先行研究より概念検討を行う。その結果として、知覚
統制感概念と知覚類似性概念が導出される。 
 そして第 4 章では、知覚されたサービス品質・顧客満足・顧客ロイヤルテ
ィ及び社会的存在感間の関係に関する検討が行われる。サービスの規定要因
としての顧客の重要性と先行研究の限界と課題や知覚されたサービス品質と
サービス成果との因果関係の不安定性の検討、本研究において採用すべき知
覚されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティの定義を、これまで
の先行研究から検討する。 
 第 5 章では、第 4 章までの議論を踏まえ、実証研究が行われる。これまで
に多くのサービス研究において因果関係が検証されてきた、知覚されたサー
ビス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティ間の関係に社会的存在感の量の側
面である顧客共存在や、質の側面である知覚統制感・知覚類似性概念が調整
する影響を実証する。 
 最後の第 6 章では、結論の検討が行われる。レビュー及び実証結果をもと
にした理論的インプリケーション及び実務的インプリケーション、そして研
究における限界と今後の課題の検討が行われる。 
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２－１．本章のねらい 
  
 サービス・エンカウンターにおける顧客間の社会的影響を捉える際に、実
際にサービスの成果に影響を与える要素としての他の顧客の存在やそれによ
って生じる社会的影響は、顧客と従業員との間で生じる相互作用や、設備や
施設の品質の高さに比べて見過ごされがちであることが指摘されている 
(Fisk, Grove, and John 2004)。特に、サービス・エンカウンターにおいて他の
顧客の存在を認識し、それによってどういった感情が生起したり、またそれ
がサービスの成果にどういった影響を与えるかという、サービス・エンカウ
ンターにおいて日常的に生じる現象に関しては、小売店舗における混雑度研
究、顧客間相互作用研究、そしてブランド・コミュニティ研究という、3 つ
の研究潮流において別々の概念として捉えられていたり 、顧客間の会話や
物理的接触、助け合いなどの非日常的な行為を中心に捉える顧客間相互概念
に埋没する形で捉えられている。そのため、サービス・エンカウンターにお
いて日常的・一般的に起こっている社会的影響を整理するとともに概念化す
ることが必要であると考えられる。 
本章では、各研究潮流における他の顧客との日常的な社会的影響を共通
して説明できる理論フレームワークを導入し、各研究潮流において捉えられ
てきた他の顧客の存在を認識する現象の性質の違い、サービス業種の網羅
性、サービス提供状況の特殊性といった点を分析するとともに、サービス成
果との関係において明らかにされるべき課題を導出する。 
 
２－２．サービス・エンカウンターにおける顧客の役割 
 
 これまでサービス・マーケティングの分野では、モノとサービスの持つ財
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の特性の違いを出発点として、製造業と比べサービス業が持つ固有の経営課
題を解決するための理論的示唆が検討されてきた。その筆頭としてよく挙げ
られるのが IHIP 特性と呼ばれるサービスに固有の 4 要素、つまり無形性 
(intangibility)、異質性 (heterogeneity)、同時性 (inseparability)、そして消滅性 
(perishability) である(Zeithaml, Parasuraman, and Berry 1985; Lovelock and 
Gummesson 2004)3。そしてこの中でいくつかの性質が、サービスの価値形成
に顧客の役割が重要であることを示唆している。 
 例えば、異質性という点について考えてみると、サービスの品質は顧客と
接触してサービスを提供する従業員の知識や技能、サービスが提供される状
況や顧客の協働に左右されるために標準化が困難であることが示唆されてい
る (Regan 1963; Lovelock 1985)。また、サービスは実体を伴わないため財を
在庫として保管することが出来ず、生産と消費が同時に、しかも同じ場所で
行われることを（生産と消費の）同時性と言うが、これも顧客の適切な参加
が無くては、理想的なサービスの提供は行うことが出来ない (Shostack 
1985; Parasuraman and Veradarajan 1988)。 
 このように、モノの生産と違い、サービスの生産は提供者と消費者との相
互作用の中で行われるため、サービス・マーケティングにおける消費者が担
う役割はプロダクトベースのマーケティングよりも大きいとされている。そ
のため、単に消費者は単に価値の受け手ではなく、サービスを作る 1 つの主
体として、マネジメントすることの必要性が示唆されてきた。例えば、企業
が顧客に提供するサービスの成功の鍵を握る重要な局面として、サービスを
構成する諸要素とサービス受け手が接触する場を「サービス・エンカウンタ
ー」として概念化し、適切にマネジメントを行うことが、サービスの成功に
とって不可欠であると示唆されている (e.g., Bitner, Booms, and Tetreault 
1990)。また、サービスが提供される場において顧客は活動的な参加者であ
り、サービスの価値やデリバリーに影響を与えるとしているため、顧客に適
切な行動をどのようにして実現させるかが課題の１つとされてきた (Bowen 
                                                        
3 サービスの 4 要素の日本語訳には揺らぎがあり、無形性を「不可触性」、同時性を「不
可分性」、異質性を「変動性」と呼ばれることもある。 
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1986; Cermak, File, and Prince 1994) 。このように、サービス・エンカウンタ
ーにおいて顧客の行動を理解し、マネジメントを行う必要性は企業にとって
重要であるということが示唆される。なお、サービス・エンカウンターが示
す範囲は研究者によって違いがあり、顧客と従業員との直接的な人的相互作
用のみに限定している狭い範囲のエンカウンターか (e.g., Solomon, 
Surprenant, Czepiel, and Gutman 1985; Bitner, Booms, and Mohr 1994)、もしく
はサービス企業の施設や設備、そしてその背後にある組織やシステム、他の
顧客との影響まで考慮されている広いエンカウンターの 2 種類の定義が存在
するという (Bitner, Booms, and Tetreault 1990)。本研究では、サービスが顧
客に提供される場においてサービスの成果に与える要素を広く捉え、顧客と
従業員との相互作用だけではなくその他の重要性、その中でも顧客と他の顧
客との間で日常的に生じる社会的影響がサービスの成果に与える影響を検証
する観点から、サービス・エンカウンターをサービスの成果に影響を与える
多くの要素と顧客が接触する場として捉えている。 
 
 
２－３．サービス・エンカウンターにおける顧客間の社会的影響とその課題 
 
 顧客の存在が多かれ少なかれ、サービスに影響を与えることが確認された
上で、では顧客はサービス・エンカウンターにおいてどのような仕組みでサ
ービスの成果に影響を与えると考えられるのだろうか。それに対する 1 つの
示唆が、Langeard, Bateson, Lovelock, and Eiglier (1981) によって与えられた
「サーバクション・フレームワーク」(servaction framework4)に見ることが出
来る。これは、サービスが顧客に提供される局面である、サービス・エンカ
ウンターにおいて顧客に影響を与える要素を可視化した概念枠組みである
（図１）。 
                                                        
4 “servaction”とは、service + production による造語である。 
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図１：サーバクション・フレームワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
出典：Langeard, Bateson, Lovelock, and Eiglier (1981) 
 
 サービスが生産される結果、顧客の受ける便益に影響を与えるのは可視的
な物的環境、顧客と直接的に接する従業員とその背後にある不可視的な組織
やシステムといった企業側の要素だけではなく、そしてその場に居合わせて
いる他の顧客に影響を与えたり、また他の顧客から与えられることを示唆し
ている。Langeard, Bateson, Lovelock, and Eiglier (1981) はこの例として旅客
機のファーストクラス搭乗客の例を挙げ、客室乗務員から心のこもった接客
を受けゆったりとして寛ぐことの出来る座席に座っていても、もし隣の家族
の子供が大声で泣いているとサービスの成果には繋がりにくくなることを推
察している。そのため顧客の行動や振舞いは、顧客自身が受けるサービスの
みならず、他の顧客のサービス成果にも影響を及ぼす可能性があると考えら
れる。 
 同様に、企業のサービス提供を劇場におけるパフォーマンスに例え重要な
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要素を分かり易くしたサービスの劇場型フレームワーク (Services Theatre 
Framework) では、役者をサービス企業の従業員、劇場の座席や設備をサービ
ス・エンカウンターにおける設備、観客同士の相互作用を顧客間の社会的な
影響、上演をサービスの実施に置き換え、顧客と他の顧客との間で起こる社
会的な影響もサービスの成果に影響を与える重要な現象であることを示唆し
ている (Grove and Fisk 1992)。サービスを構成する要素を以上に挙げた 2 つの
フレームワークは、サービスに関する入門書においても取り上げられてるほ
ど一般的なものであり5、更にサービス・エンカウンターにおけるサービス
の成果の規定要因について包括的な示唆を行った Baker (1987) はサービスの
成果の規定要因として、従業員やサービス施設や組織といった「内部要因」
だけではなく、付随してサービス・エンカウンターにおける「環境要因」と
しての他者の存在も考慮すべきであることを主張している。 
 しかし、第 1 章の問題意識において提起したことと結論を少し先取りする
と、サービス・エンカウンターにおいて日常的に生じている顧客間の社会的
影響は、異なる研究潮流において類似した現象が異なる概念で議論されてい
る。そのため、既存研究を整理しサービス・エンカウンターにおいて日常的
に生じている顧客間の社会的影響を幅広く捉えられる概念を検討し、その上
でサービスの因果関係における課題について議論を行う。 
 
 
                                                        
5 Lovelock, Christopher and Lauren Wright (1999), Principles of Service Marketing and 
Management, New Jersey, Prentice Hall（小宮路雅博監訳『サービス・マーケティング
原理』白桃書房，2002)、Fisk, Raymond P., Stephen J. Grove and Joby John (2004), 
Interactive Services Marketing 2nd. Edition, Boston: Houghton Mifflin（小川孔輔・戸谷圭
子監訳『サービス・マーケティング入門』法政大学出版局、2005）、伊藤宗彦・髙室
裕史編『１からのサービス経営』碩学舎など。 
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２－４．既存研究の整理 
２－４－１．小売店舗における混雑度研究 
 
サービス・エンカウンターにおける日常的な顧客間の社会的影響に関す
る先行研究の諸潮流をおおまかに捉えるにあたり、研究潮流上の特徴とし
て、最も古くから研究が行われている背景を持つ、小売店舗における混雑度
研究がある。 
この研究潮流では対象はほとんど小売店舗に限られるが、サービス・エ
ンカウンターにおける混雑度、特に小売店舗における来店客の人数と、店舗
や企業に対するイメージや顧客満足、購買行動にどういった影響を与えるか
を検証することに主眼が置かれている。 
これら一連の研究の出発点は、店舗空間における知覚混雑度と顧客満足
との因果関係を明らかにしようとする研究である。知覚混雑度とは、ある空
間において個人が周りに存在する他者の密度が高いと知覚する程度であり 
(Stokols 1972)、個人が混雑を心理的に知覚する条件として、他者密度が高い
ことによる不適切あるいは親しみの湧かない社会的接触が生じること 
(Esser 1972)、また社会的要因により刺激過剰となることがその理由として
考えられている (Desor 1972)。 
この知見をもとに、知覚混雑度が与える影響をはじめて定量的に検証し
た Harrell, Hutt, and Anderson (1980) の研究では、知覚混雑度と店舗経験や買
物時間中における時間の楽しみとの関係を、店舗滞在時間が媒介する影響に
着目して検証した。 
この後、小売混雑度研究では店舗における混雑度と購買に与える影響と
の関係に注目する研究が多く行われている。例えば、Eroglu and Machleit 
(1990) は購買に関する知覚リスクや時間的圧力と、知覚混雑度・顧客満足
との関係を検証したほか、Hui and Bateson (1991) は、知覚混雑度と顧客自
身が店舗環境をどの程度統制しているかを示す知覚統制感、購買における感
情と購買行動間の関係を実証した。そして Eroglu, Machleit, and Barr (2005) 
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は買物に対する満足度や再購買を説明する要因としては弱いと指摘されてい
るものの、顧客の知覚混雑度と不快な感情、そして顧客満足の関係を検証し
ている。 
その後、店舗空間が混雑していない状況と購買行動の関係についても検
証が行われることとなる。例えば、Argo, Dahl, and Manchandra (2001) は書
店を対象として、売場における他の来店客の数を 0 人・1 人・3 人として店
舗における顧客の感情との関係を検証したほか、Eroglu, Machleit, and Barr 
(2005) は店舗内が極端に閑散している状況と極端に混雑している状況を設
定して満足との関係を検証した。近年は、そうした店舗における利用客の人
数が与える影響について、感情のみならず具体的な購買行動にも注目する研
究も為されている。例えば Pan and Siemens (2011) は、店舗の混雑度を高中
低の 3 つのレベルに分け、購買意図・商品閲覧意図・入店意図・店舗に対す
るイメージの違いについて検証している。 
 
 
２－４－２．顧客間相互作用研究 
 
次に、顧客間相互作用 (customer-to-customer interaction) 研究に関して、
これまでの研究の進展を概観する6。これら一連の顧客間相互作用研究は、
サービス研究において進められて来たこともあり、多くのサービスを対象と
して行われているのが特徴である。例えば、小売店舗 (e.g., McGrath and 
Otnes 1995) やレストラン (e.g., Martin 1996)、バー (Baron, Patterson,Harris, 
and Hodgson 2007)、交通サービス (Harris and Baron 2004)、ヘアサロン 
(Guenzi and Pelloni 2004) など対象となるサービスは多岐にわたっているほ
か、Zhang, Betty, and Mothersbaugh (2010)では網羅的に多くのサービスで検
                                                        
6 この研究潮流においては、顧客間相互作用だけではなく、顧客間の会話、顧客間の親
密度といった様々な概念で顧客間の社会的影響が捉えられているが、Journal of Services 
Marketing を中心として多くの研究者がこれらの概念を参照した上で議論しているし、
Nicholls (2010) でもこれらの異なる概念が顧客間相互作用研究としてこれまでの議論が
レビューで整理されている。 
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討されていることが特徴的である。7 
顧客間相互作用 (customer-to-customer interaction) とは顧客と従業員との
相互作用 (customer-to-employee interaction) 概念から派生し研究が進められ
てきた背景もあり (Martin and Pranter 1989)、小売店舗における混雑度研究
で取り扱われるサービス・エンカウンターにおける他の顧客の存在を認識す
る行為よりもむしろ、会話や物理的な接触、助け合いといった行為が議論の
中心となっているのが大きな特徴である。この研究潮流では顧客間相互作用
が生じ、サービスの成果に影響を与える具体的な行為や、顧客間相互作用が
生じることにより顧客が他者やサービス提供者にどういった感情を抱くの
か、そして顧客間相互作用をマネジメントする具体的な方法の検討など、概
念そのものの構成要素やサービスに対する知覚や評価への影響、さらには実
務的な示唆といった点でも研究蓄積があり、定性的研究による示唆も定量的
研究による検証も行われている。 
これまでの研究の潮流を見ていくと、主流として挙げられるのは顧客間
相互作用の構成要素を明らかにしようとした考察である。Martin and Pranter 
(1989) は他者に対する満足－不満足に影響を与える8顧客間相互作用にはど
ういった他者の行為があるのかに着目し、他者に対して正の影響を与える行
為と負の影響を与える行為についてそれぞれ考察した上にサービスが置かれ
た環境や個人差によって他者の受ける影響が大きく異なる可能性に関して示
唆した。また、McGrath and Otnes (1995) は小売店舗を対象としある顧客に
とって他の顧客はどういった役割を担っているかについて分類し、11 種類
の役割を導出した。そして Grove and Fisk (1997) は、臨界事象法を用いて顧
客へのインタビュー調査を行い、顧客が自然と接触する慣習的な出来事と、
何らかの目的意識を持ち他者と積極的に関わろうとして発生する社会的な出
                                                        
7 レストラン、映画館、交通機関、クルーズ客船、スポーツイベント、コンサート、病
院、バー、小売店舗、スポーツジム、ヘアサロン、ホテル、公園、日用品店、銀行の計
16 種のサービスで顧客間相互作用がサービスの成果に与える重要性の違いや、相互作用
の中身の好ましさの違いについて検討されている。 
8 顧客間相互作用が他者の満足－不満足に与える影響は直接的か間接的であるかは定か
では無く今後の検討が必要であると提起されている。 
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来事の 2 種類に分類し、それぞれ具体的な行為について考察している。
Zhang, Beatty, and Mothersbaugh (2010) も同様に臨界事象法を用いて顧客を
対象とした調査を行い、16 種類のサービス業種を対象として、サービス・
エンカウンターにおいて生じる顧客間相互作用を直接的なものと間接的なも
の、またそれぞれを他者に対して与える影響をポジティブなものと、ネガテ
ィブなものに分類し、考察している。 
相互作用そのものに留まらず、顧客満足や行動意図といったサービスに
対する知覚や評価に対する経験的な示唆や検証も行われている。Wu (2007) 
は、ツアー旅行で共に行動する他の顧客との好ましい相互作用と顧客満足と
の関係について検証した。また、Moore, Moore, and Capella (2005) の研究で
は、会話や友情といった、顧客間相互作用によって生起された好ましい感情
とロイヤルティ、クチコミ意図やサービスに対する顧客満足との関係につい
て検証した。また、自身と他者との関係、特に年齢やライフスタイルといっ
た類似性に注目している研究もいくつか為されている。Thakor, Suri, and 
Saleh (2008) はラフティングの参加者やスポーツクラブ、レストランといっ
たいくつかのサービス対象として同じサービスを受けている他者と自身との
年齢層の違いがサービスに対する知覚や評価に与える影響の違いを検証し
た。また、Brocato, Voorhees, and Baker (2012) は 3 つのサービスを対象とし
て顧客自身と他者の見え方について検証し、自身と他者との知覚類似性と他
者に対する好意や親近感を介してクチコミ意図に与える影響を検証した。 
以上のように、顧客間相互作用研究は総じて顧客側の視点から考察する
ものがほとんどであるが、数は少ないものの企業側の視点から検討した研究
も存在する。Pranter and Martin (1991) は、サービス企業のマネージャーと
利用者双方からのインタビューをもとに、サービスオファーの各段階におい
て従業員が採るべき行動に対する示唆を行った。また、Baron, Patterson, 
Harris, and Hodgson (2007) は、バーにおける顧客間相互作用を好ましいもの
にするためにどういった役割を担うべきかについて考察している。 
 
 
18 
 
２－４－３．ブランド・コミュニティ研究 
 
最後に、いくつかのブランド・コミュニティ研究においてもサービス・
エンカウンターにおける顧客間の社会的影響が捉えられている。一連のブラ
ンド・コミュニティ研究を見ると、その対象の多くは組織化されたオフライ
ンもしくはオンラインのコミュニティであり、サービス・エンカウンターの
ようなサービスが顧客に提供される公式な場ではなく顧客同士が接触する非
公式な場における顧客間のコミュニケーションやそれが消費に与える影響に
ついて考察されているが (e.g., Algesheimer, Dholakia, and Herrmann 2005; 
Schau, Muñiz, and Arnould 2009)、一部の研究ではサービス・エンカウンター
における顧客の集まりをコミュニティとして捉え、顧客間の社会的影響も検
討されている (Celsi, Rose, and Leigh 1993; Arnould and Price 1993; 
McAlexander, Schouten, and Koenig 2002; Carlson, Suter, and Brown 2008; 美馬
2014)。この一連の研究潮流では、そもそもコミュニティが閉ざされたクロ
ーズドな場として定義されていたが、研究が社会学におけるコミュニティの
最低条件を参照しつつ同類意識・仲間意識を持つ集団を全てブランド・コミ
ュニティ研究として包摂する流れになったことから (Muñiz and O᾿Guinn 
2001; Bagozzi and Dholakia 2006)、顧客間相互作用研究と同じような消費局
面が捉えられるようになっている。この研究潮流はむしろこれまでコミュニ
ティ成員としての顧客集団の文化的・社会的な意味・行為が主に考察されて
きたが、近年の研究ではロイヤルティやクチコミといった行動意図との関係
を定量的に検証しようとする試みが一般的に行われている (e.g., 
Algesheimer, Dholakia, and Herrmann 2005; Bagozzi and Dholakia 2006)。 
具体的には、Celsi, Rose, and Leigh (1993) 及び Arnould and Price (1993) で
は、リスクの高い体験型レジャーサービスに多くの参加者が集まって消費を
行うことの意味やその特徴を、消費者間の相互作用の面から考察した。
McAlexander, Schouten, and Koenig (2002) は、メンバーも非メンバーも参加
できる、バイクの体験イベントの参加者同士の相互作用を、Carlson, Suter, 
and Brown (2008) ではテーマパークの入場客を対象にして他の来場者との間
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に生じるブランド・コミュニティ意識とブランド消費との関係を与えること
が実証され、その後に美馬（2014）において、ブランド・コミュニティ意識
がブランド消費との関係がサービスの種類によって異なることが検証されて
いる。 
 
 
２－５．解決すべき課題 
 
以上、3 つの研究潮流において、サービス・エンカウンターにおける顧客
間の社会的影響が別々に、また特に顧客間相互作用研究の潮流においては断
片的に捉えられてきた。結果として、サービス・エンカウンターにおける顧
客間の社会的影響のうち、日常的に生じておりサービスの成果に影響を与え
る現象が概念化されていないこと、またそれによってサービスの成果や、サ
ービス・エンカウンターを構成する従業員（の対応）であったり、施設や設
備（の充実度）との関係が未だに明らかにされていない。そこで、サービ
ス・エンカウンターにおいて日常的に生じている、顧客間の社会的影響を説
明できる理論フレームワークの導入、またそれを用いて先行研究の分析を行
い、解決されなければならない理論的課題とは何かについての示唆を行う必
要があると考えられる。 
 
 
２－６．理論フレームワークの設定 
 ２－６－１．社会的存在感概念の検討 
 
 前節で挙げた理論的課題を導出するための 1 つの手段として、社会的存在
感 (social presence) 概念の導入が適当であると考えられる。社会的存在感の
定義は論者によって異なるものの、広くは、他者の存在を認識する行為その
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もの、またその行為によって個人の感情や行動がどう変化するのかという、
顧客間の日常的な社会的影響を広く捉えられる概念であると考えられている  
ことから (Tu and McIssac 2002)、社会的存在感概念をサービス・エンカウン
ターにおいて顧客間の社会的影響に援用して議論することの妥当性があると
考えられる。 
社会的存在感概念はもともと、コミュニケーション手段による学習効果
の違いがなぜ生じるのかを、手段の違いによって生じる他者の顕現性の違い
で説明したことから議論が始まる。議論の発端となったのは、Short, 
Williams, and Christie (1974) によって提唱されたもので、個人の知覚ではな
く対人コミュニケーション手段の持つ特性のことを指していた。Short らは
教育学者であり、対人コミュニケーション手段によって議論の成果が異なる
理由は何かという課題の解明が研究課題であった。彼らは、政府の公務員管
理職育成プログラムに参加している 96 名の職員に対して、対面条件、テレ
ビ電話条件、そして音声のみの条件という 3 種類のコミュニケーション手段
で議論を行わせた結果、対面条件やテレビ電話条件に比べ、音声のみの条件
における議論のアウトプットが統計的に有意に低い結果が示され、このこと
から視線や身振り手振りといった社会的手がかりがコミュニケーションに影
響を強く与える要因であることを主張した (Short, Williams, and Christie 
1974)。 
 人々の認識や行動に影響を与える社会的存在感の手がかりは、言語的・視
覚的・そして文章的手がかりの 3 つがあるという (McGrath 1984)。言語的
手がかりは声のトーンや音量、話す速度が、視覚的手がかりは見た目や表
情、そしてボディランゲージが、そして最後の文章的手がかりは手書きもし
くは印刷された文章や図などがある (Sia, Tan, and Wei 2002)。社会的存在感
概念は上記のように、主に情報通信技術によるコミュニケーションの文脈で
使われてきたが、これらの手がかりがどの程度当事者の知覚として存在する
かという点で、実社会におけるコミュニケーションに検討されてきている 
(Rice 1993; Chidambaram 1996; Straub and Karahanna 1998)。 
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 ２－６－２．社会的促進と集団ダイナミクス 
 
社会学において人は集団の中に入ると、集団の構成員に影響を受け何ら
かの行動が促進されることが指摘されており、これは社会的促進 (social 
facilitation) と言われている (Allport 1924)。社会的促進に関する示唆は非常
に古くから存在するが、それは共行動者の存在が個人にどのような影響を与
えているのかを明らかにするところから始まった。Triplett (1898) が他者の
存在により競争意識が刺激され、行動が促進されることを指摘してから研究
が進み 、社会的促進という概念を初めて用いた Allport (1924) は、同じ行
動を取っている他者の姿を単に見たり、その他者の声や音を聞いたりするこ
とでも当事者の行動を促進することを示唆した。その後、Zajonc (1965) 
は、共行動者のみならず単なる見物者であっても当事者の行動に影響を与え
ることをしたほか、優勢反応の生起率を増大させるため、当事者の課題遂行
にポジティブな影響もネガティブな影響も与えうることを示唆した。この、
ネガティブな影響は、Latané, Williams, and Harkins (1979) により社会的手抜
き (social loafing) として概念化されている。それによると、周りの他者が
課題遂行と関係無い行動を取ると、当事者の課題遂行にネガティブな影響を
与えるというものである。ここまでをまとめると、社会的促進、つまり他者
の存在が当事者の課題遂行にポジティブな影響を与えることは十分に考えら
れる一方で、状況によってはネガティブに作用する点に注意する必要がある
だろう。 
 また、当事者と他者といった関係ではなく、集団によって形成された秩序
や規範が個人にどのような影響を与えるのかに関する研究も集団力学 
(group dynamics) の分野で行われている。集団力学では、同調 (conformity) 
と言い、人は集団の標準や期待に沿って行動することがあり、個人と集団の
斉合性が増大することが指摘されている。例えば、Asch (1955) は、個人が
集団へ同調することは、単に多数の人間が周りに存在するからではなく、多
数の人間が一致した行動を取ることにより斉一性への圧力が高まり同調す
る、としている。この圧力は他者から意図されたものとは限らず、想像上の
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圧力を受ける結果、人の行動や意見が変化することがあるとも示唆されてい
る (Deutsch and Gerald 1955)。 
 
 
 ２－６－３．社会的存在感研究の進展 
 
 ここまでの議論で、社会的存在感概念の発端と、また社会心理学における
背景について論じた。しかし先述のように、社会的存在感とはいかなる概念
なのか、またその存在感の有無あるいは高低がどのようにして認識されるの
かに関しては論者によって違いがある。 
 社会的存在感概念の考え方は研究者によっていくつかの立場に分かれてい
るが、研究の進展はまずコミュニケーションによって知覚する他者がどの程
度 Face to Face における顕現度に近いか (e.g., Short, Williams, and Christie 
1976)、また媒介しているコミュニケーションにおいて相手を現実に目の前
にいると感じられる程度 (e.g., Gunawardena and Zittle 1997) といったよう
に、他者の存在感に関する量的な側面に焦点が当てられている諸研究が為さ
れている。その中でも、社会的存在感をメディアの持つ特性か、それとも個
人が特定もしくは不特定の他者の存在を意識する程度として捉えるかについ
て研究者の間で異なる点が見られる。前者に関しては、例えばビデオ会議に
おける映像の画質の違いが学習満足度に与える効果について検証したものが 
(Kies, Willges, and Rosson 1997)、後者に関しては同じメディアを用いてオン
ライン学習の学習習熟度に関する検証が行われている。Richardson and Swan 
(2003) はオンラインコースの受講者に対して社会的存在感と学習意識、そ
して講師に対する満足度を調査した。結果として学習意識と講師に対する満
足度双方に関して社会的存在感との高い相関が確認された。また、So and 
Brush (2008) は、対面と LMS 形式による講義において、社会的存在感と学
習の満足度には有意な相関が無く、協調学習に対する意識と協調学習の満足
度は直接的に有意な正の相関が確認され、社会的存在感が間接的に学習の満
足度に関係していることが示された。これらの立場は、社会的存在感がメデ
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ィアの持つ特質ではなく、ある状況における個人の認識に依拠していること
が明らかであることが言えるだろう。 
 そのいっぽうで、人が他者を意識する時点において他者をどのように認識
しているかという、いわば質の側面に関して注目した研究も存在する。
Gunawardena and Zittle (1997) は、大学院生が遠隔で研究に関する情報の共
有や議論を行うために実施された会議における CMC9ツールに対する意識
や、CMC ツールを用いた活動に対する評価を行った。そこで用いられた尺
度として、CMC ツールや相互作用に参加した特定の人物に対して意味差判
別法を用い「魅力的な―魅力がない」、「信頼できる―不信な」、「効率的な―
非効率な」といった、学習が行われた相互作用の状態であったり、相手の人
物の品質面に対する評価が為されているのが特徴的である。また、Garrison, 
Anderson, and Archer (2000) 及び Garrisson and Anderson (2003) は CMC ツー
ルにおいて学習者がどのような発言をしたかに重点を置きカテゴリ化するこ
とで、社会的存在感の表出の程度を明らかにしようと試みた。上記の研究に
おいては、他者が自身に話し掛けるときにどのような感情表現を行うか
（ex. 皮肉を言う・自身のことに関して語る）、コミュニケーションの中身
はどういったものか（ex. 他者に感謝の気持ちを伝える・相手の意見に対し
て同意する）、そして複数人のグループにおいてグループの凝集性・結合性
の強さはどの程度かといった側面が社会的存在感として捉えられている。 
 以上に提示したように、社会的存在感の研究はほとんどがオンラインによ
るコミュニケーションを前提として学習成果にどういった影響を与えるかに
ついて検討されてきたが、この社会的存在感概念はオンライン学習のみでし
か適用出来ない概念ではなく、高い社会的存在感は face to face の状況にお
いて実現されることが多いとの指摘から (Zmud, Lind, and Young 1990; 
Swanson 1987)、実際にオンラインではなく face to face のコミュニケーショ
ンにおいて測定されている研究も存在する (e.g., Biocca, Harms, and Gregg 
2001)。 
                                                        
9 Computer-Mediated Communication の略で、コンピューターを媒介したコミュニケーシ
ョンのことを指す。 
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２－７．考察 
２－７－１．サービス・エンカウンターにおける社会的存在感の量・質
の両側面とサービス成果との関係 
 
 本章ではこれまで、教育心理学における社会的存在感概念の意義を、その
背後にある社会心理学における社会的促進や集団ダイナミクスに触れつつ議
論してきたが、この社会的存在感概念を援用するといくつかの発見や、今後
明らかにされるべき理論的課題が導出される。本節では、サービス・エンカ
ウンターにおける社会的存在感の量・質の両側面について議論するととも
に、社会的存在感とサービス成果の関係に関する新たな視角の導出を行う。 
 教育心理学における社会的存在感の知見では、自分自身にとって他者の存
在を認識している程度である顕現性の違いや、存在を認識する他者の見た目
によって学習効果が変化することが明らかとなっており、前者を量の側面、 
後者を質の側面の 2 つに大別することが可能であると議論したが、サービ
ス・エンカウンターにおいて日常的に生じている顧客間の社会的影響も、量
と質の双方の側面に大別して議論することが可能である。 
まずは社会的存在感の「量」の側面に着目して考察すると、小売混雑度
研究が中心となって論じられているが、サービス・エンカウンターにおける
顧客の多さに着目し、小売空間における知覚混雑度が、媒介要因を経て負の
店舗経験に繋がることが検証されている (Harrell, Hutt, and Anderson 1980; 
Eroglu and Machleit 1990; Eroglu, Machleit, and Barr 2005)。そして店内が閑散
した状況や、中程度の混雑した状況にも注目した研究では、いわゆる他の顧
客が全くおらず閑散としている状況でも、更に他者と物理的に接触したり書
店において立ち読みするスペース出来ないほど混雑している環境においても
中程度の混雑に比べ購買経験が低くなることが検証されている。しかし、研
究によって混雑度を示す他者の数が異なっていたり、また実店舗において顧
客の数をコントロールせず混雑度の違いを写真として被験者に見せる方法で
調査を行ったりなど、混雑度概念の統一性や購買経験の再現性といった点で
25 
 
問題があると考えられる (e.g., Argo, Dahl, and Manchandra 2001; Uhrich 
2011)。 
また、この研究潮流では対象となっているサービスが小売店のみに留ま
り他のサービスでも同じ状況が再現されるかどうかは未だ明らかとなってい
ない。これを検証すべき理由の 1 つが、ブランド・コミュニティ研究で得ら
れた知見において、小売混雑度研究とは違った社会的存在感の量的側面の帰
結がある。ブランドに関する特別なイベントといったような、通常とは異な
る“特殊な”状況が形成される (McAlexander, Schouten, and Koenig 2002) サ
ービス・エンカウンターにおいては、むしろ他の顧客が少ない場合よりも多
い場合のほうが、サービスの成果に正の影響を与えることもあり得ることが
示唆されている10。よって、小売店舗とは異なるサービス業種やサービスが
提供される多くの環境や状況も考慮して検証が行われるべきである。 
 そして、社会的存在感の「質」の側面に着目すると、顧客間相互作用研究
において主にこれが論じられ、サービス・エンカウンターにおいて顧客が他
者の存在を認識することによって生起する感情により、他者に対する満足度
に対して正のものも負のものも、双方の影響を与えうることが明らかになっ
ている (Martin and Pranter 1989; Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 2010)。ま
た、店舗に対する満足や購買意図にも変化を与えることが示唆されている。 
正の影響が生じる理由として、例えばスポーツイベントにおいて多くの
観客が存在することにより活気が伝わったり、小売店において他者の購買行
動を参考することによって自らの消費に対して抱いている不確実性を減少さ
せることが出来ることが出来ると示唆されている (McGrath and Otnes 
1995)。その逆に、負の影響が生じる理由として、例えば自身と他の顧客と
のライフスタイルや年齢層があまりにも異なっていて違和感を持ったり 
(Thakor, Suri, and Saleh 2008)、他の顧客の無礼な行為を目撃することが理由
として議論されているされている (McGrath and Otnes 1995)。つまり、顧客
                                                        
10 McAlexander, Schouten, and Koenig (2002) は、ハーレー・ダビッドソンに関する野外
イベントを対象として調査を実施したが、通常のサービスに関する消費とは異なる状況
であることを主張するとともに、その場で起こる現象を日常的な消費行動に一般化する
ことは不適切であると主張している。 
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にとって他の顧客の存在を好ましく認識している場合など、品質の高い社会
的存在感が形成されている場合には他者に対する感情や評価が正の影響とな
る可能性があり、低い場合は逆の帰結になると推測できる。これが推測に留
まる理由としては、多くの研究において社会的存在感概念が顧客間相互作用
概念に包摂され、顧客間の会話や接触といった相互作用と、他者の行動を見
かけたり、発する声や音を聞いたりするといった、日常的な社会的影響が区
別されることなく定量的検証が行われており (e.g., Moore, Moore, and Capella 
2005)、社会的存在感の質の側面そのものと、サービス成果との関係が検証
出来ていない問題が明らかとなり、定量的な検証が必要であると考えられる
（表１）。 
 
 
表１．社会的存在感研究の量・質の側面に関する研究 
 
 量の側面 質の側面 
定義 
存在を認識する他者の
数 
認識する他者が好まし
いかどうか 
与える影響 
閑散した環境に比べ混
雑した環境では満足度
が低い 
他者に対する親近感や
好ましい感情を通じて
望ましいサービス成果
に影響を与える 
調査対象のサービス 小売店舗のみ 多くのサービスで検証 
 
（筆者作成） 
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 ２－７－２． 社会的存在感とサービスの成果との関係に関する課題 
 
教育心理学における社会的存在感は、社会的存在感概念そのものが教育
に効果を持つのではなく、学習という行動に好ましい変化を与えることを検
証したのが同概念の大きな存在理由かつ教育心理学における意義であるが、
同じようにサービス・エンカウンターにおけるサービス消費に好ましい変化
を与え得る可能性が導出出来ると考えられる。 
サービス・エンカウンターにおける社会的存在感の量の側面は、媒介要
因を介してサービス成果に影響を与えたり (Harrell, Hutt, and Anderson 1980; 
Hui and Bateson 1991)、小売店舗における他者の量が過多である場合は比較
的に余裕がある時に比べ顧客満足が少なくなることが検証されていることか
ら (Eroglu and Machleit 1990; Argo, Dahl, and Manchandra 2001)、サービスの
成果に他の要因を介して間接的に影響を与えるか、別の規定要因との関係を
調整する交互効果を与える可能性が考えられる。そして質の側面に関する、
社会的存在感とサービス成果の因果関係を細かく検討すると、例えば経験的
な示唆では他の顧客の存在を認識して他者に対する満足が形成され、それが
更にサービス評価に影響を与えるという示唆や (Martin and Pranter 1989; 
Grove and Fisk 1997)、顧客間で生じる事象が顧客のサービス経験に付加的な
価値を加えるという主張が為されている (Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 
2010)。また定量的な検証では、他者との相互作用により形成された他者に
対する親近感や満足が行動意図や正のクチコミといったロイヤルティに影響
を与えていたり (Moore, Moore, and Capella 2005; Brocato, Vorhees, and Baker 
2012)、他者との関係の親密さや親近感は顧客満足やロイヤルティに直接の
影響を与えないことが検証されている (Guenzi and Pelloni 2004)。 
 社会的存在感に関する量・質双方の側面における知見をまとめると、他者
の「存在」、つまりサービス・エンカウンターにおける他者の数や行為、見
え方といった点に焦点を当てるのであれば、サービスの成果に直接影響を与
えるというより、サービス・エンカウンターにおける何らかのサービスの因
果関係を調整する効果を持つことも考えられる。 
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その、社会的存在感が調整すると考えられる可能性の中に、サービス・
エンカウンターにおけるサービスの因果関係の 1 つである、企業のサービス
提供と成果との関係がある。サービス・エンカウンターにおける企業のサー
ビスそのものと社会的存在感、そしてサービス成果との関係はこれまでに深
く議論されてこなかったが、いくつかの研究において社会的存在感は顧客と
従業員との相互作用や、施設や設備の見た目・充実度といった要素を補完す
る役割にあり (Grove and Fisk 1983; Langeard, Bateson, Lovelock, and Eiglier 
1981; Martin 1996)、サービス・エンカウンターにおけるサービスの提供と成
果との関係に社会的存在感の調整する影響を検討することが 1 つの理論的課
題となるだろう。 
 
２－８．小括 
 
これまでのレビューを踏まえ、明らかになった点及び、次章以降で明ら
かにされなければならない研究課題を述べる。顧客間の社会的影響がサービ
スの成果に何らかの影響を与えることはサービスに関する入門書でも取り上
げられていたにも関わらず、日常的にサービス・エンカウンターにおいて生
じている現象そのものに注目がされておらず、更にサービス成果との関連性
が示されていなかった。 
本章では、教育心理学における社会的存在感概念を援用することで量・
質の双方の側面からサービス・エンカウンターにおいて日常的に起こってい
る顧客間の社会的影響を明らかにし、複数の研究潮流をレビューすることで
今後明らかにすべき課題を導出したことが理論的貢献であると考えられる。
社会的存在感の量の側面が与える影響に関して、サービス・エンカウンター
の状況が異なれば小売店舗とは違った性質のものになること、社会的存在感
の質の側面は、顧客間相互作用をはじめとする非日常的な現象に包摂され、
同概念が他者に、またサービス成果に与える影響が検証されるべきであると
いう理論的に重要な課題を提示した。 
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とはいえ、社会的存在感の質の側面に関して、複数の先行研究において
視覚面・聴覚面を中心として多くの事象が取り上げられており、サービス成
果との関連性を有する概念検討を行うことが必要である。また、社会的存在
感が調整する因果関係について検討を進めるにあたっては、サービスの提供
と成果間の先行研究もレビューすることが必要となるが、これらの課題に関
して章を改め議論する。 
 
 
３－１．本章のねらい 
 
 第 2 章においてサービス・エンカウンターにおける社会的存在感を検討
し、質の側面は他者のいかに好ましく認識するかによってサービスの成果に
与える何らかの影響が変化する可能性について、先行研究を踏まえつつ示唆
した。とはいえ、サービス・エンカウンターにおける社会的存在感の質の側
面は先行研究において他者の行為として、また他者の見え方としても捉えら
れているとともにそれらの行為や認識が概念化されず列挙されるに留まって
いる。 
 この章では、先行研究において社会的存在感の質の側面として捉えられて
いる現象を項目別に整理するとともに、第 5 章において定量的検証を行うた
めの概念化を行うことを目的としている。 
 
 
３－２．サービス・エンカウンターにおける社会的存在感の質の側面 
 
 これまでの先行研究の、特に顧客間相互作用研究においてサービス・エン
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カウンターにおける社会的存在感の質の側面について多くの事象が取り上げ
られてきた。それらの研究群及び社会的存在感の質の側面に関する現象を以
下に挙げる（表２）。 
 
 
 
表２．社会的存在感の質の側面として捉えられる他者の行為（好ましいも
の・好ましくないもの） 
 
研究 好ましいもの 好ましくないもの 
Martin and Pranter 
(1989) 
・他の客が楽しい時間を過ご
してる  
・適切な服装 
・良いマナー  
・見た目の類似性 
・適切な行動 
・禁煙マナーの遵守 
・無礼な行動や悪いマナー 
・不適切な服装 
・割り込み 
・うるさい行動 
Brocato, Voorhees, 
and Baker (2012) 
・自身と他者の見た目や生活
環境が類似している 
・自身と他者の見た目や生活
環境がかけ離れている 
Zhang, Beatty, and 
Mothersbaugh (2010) 
・良い雰囲気作りに貢献して
いる 
・消費行為を楽しんでいる 
・消費の参考になる行動 
・大声を出している 
・無礼な振る舞い 
Grove and Fisk (1997) 
・行列で行儀よく並んでいる 
・他の顧客のために配慮する 
・消費経験を愉しみ熱狂・興
奮している 
・行列で喫煙する 
・公衆の面前で飲酒してい
る            
・ツバ、痰を吐く 
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McGrath and Otnes 
(1995) 
・スタイルや服装が適切であ
る 
・買物行動を楽しんでいる  
・商品やサービスに対して嫌
な感情を表出する 
・他者への配慮が不足してい
る買物行動 
・ルールやマナーを遵守して
いない 
Thakor, Suri, and 
Saleh (2008) 
・年齢層が同じ ・異なった年齢層 
（筆者作成） 
 
 
このうち、一連の研究の嚆矢となった Martin and Pranter (1989)では他の顧
客に満足／不満足を与える他の顧客の行動を、McGrath and Otnes (1995) で
は社会的存在感の質の側面そのものよりもその影響により顧客自身の態度や
行動にどういった形で表れるのかを、それぞれフォーカスグループインタビ
ューにより導出している。また、Grove and Fisk (1997) や Zhang, Beatty, and 
Mothersbaugh (2010) は臨界事象法を用い、サービス・エンカウンターにお
ける被験者にとって印象の強い出来事をサービス利用者に列挙させる調査を
実施した。以上のような定性的調査のみならず定量的検証も行われている。
Thakor, Suri, and Saleh (2008) はサービス・エンカウンターにおける他の顧客
の年齢層を 3 つに分け、その図を被験者に提示する形でサービスの成果の違
いを比較した。また Brocato, Voorhees, and Baker (2012) は自身と他の顧客の
生活環境や見た目の類似性を示す知覚類似性が他者に対する好ましい態度や
行動に与える影響を定量的に検証している。 
 
 
３－３．分析 
 サービス・エンカウンターにおける社会的存在感の質の側面について、各
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研究ごとに見られる現象を分類し概念化を行う。表２における事象について
分類をしたところ、全 30 項目のうち、礼儀やマナーに関する行動が 18 項目
（ex. 適切な服装、大声を出している）、自身と他者との類似性に関する認
識が 5 項目（ex. 見た目の類似性、生活環境が類似）と他の項目よりも多く
見られ、知覚されたサービス品質とサービスの成果との関係を調整する可能
性が高いと推測される。これを踏まえ、2 つの事象の概念化を行うが、これ
に関しては節を改めて議論する。 
 
 
３－４．知覚統制感概念の検討 
 ３－４－１．サービス・エンカウンターにおける顧客マネジメントの重要
性 
 
 サービスの生産は、従業員と顧客との相互作用で行われるため、多かれ少
なかれ、顧客の協力度合いがサービスの成果を左右することが指摘されるこ
とが多いが、顧客が自分勝手な振る舞いをせずに適切な消費行動を行い、望
ましい社会的存在感を形成するサービス・エンカウンターの環境整備をする
ことが重要であることが社会的存在感に関するいくつかの先行研究で示唆さ
れている。例えば Pranter and Martin (1991) は好ましい社会的存在感を形成
させるための従業員の役割に着目し、顧客同士のエンカウンターが適切なも
のとなるよう顧客の行動を注視したり、顧客の行動を主導する姿勢が重要で
あると示唆している11。具体的な企業の行動としては、顧客に対して望まし
いルールを伝えたり他者に迷惑を掛けず望ましい行動を取った顧客に何らか
の報奨を与えたり(Martin and Pranter 1989; Grove and Fisk 1997)、ルールを守
らせるよう顧客に働きかけるといった行動やサービス・エンカウンターの雰
                                                        
11 企業従業員の役割について、衛兵・環境設計者・立法者・仲介人・教師・サンタクロ
ース・警備員・チアリーダーという 8 種類の役割が存在し社会的存在感が好ましい性質
になるよう役割分担が為されるべきであると示唆している。 
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囲気を作ること、また顧客を間接的に教育することが重要であることを指摘
している (Martin and Pranter 1989; Grove and Fisk 1997)。 
 
 
 ３－４－２．環境心理学における支配と知覚統制感 
 
 こうした、企業が顧客を適切にマネジメントしている状態は、顧客側から
見ると自由な行動を統制され企業にとって望ましい行動を取るよう仕向けら
れていることと捉えられる。この概念は、環境心理学における知覚統制感 
(perceived control) で説明が可能であると考えられる。この背景にある概念
は、Mehrabian and Russel (1974) が提唱した、環境心理学の分野で個人の行
動がその個人を取り巻く環境からどういった影響が与えるかを、刺激－反応
パラダイムに基づいて考察した環境心理 (PAD; pleasure, arousal, & 
dominance) モデルにおける支配 (dominance) 概念に基きいくつかのマーケ
ティング研究においても考察されている (Hui and Bateson 1991; Uhrich 
2011)。このモデルでは、「外部刺激が人間の感情にどのような影響を与え、
最終的にどのような行動に影響を与えるのかを示したモデルに基づき、ここ
で捉えられている満足（快・不快や満足さの程度）、興奮（刺激を感じる程
度）、支配（統制されていると感じる程度）の 3 つの感情が何らかの対象に
対する態度や選好、選択といった接近－回避と強い結びつきを有するとされ
ている (Mehravian and Russel 1974)。 
 「統制」(control) とは、行動の規定要因の 1 つであり人の環境に対する
能力や優位性、支配力を示すものであるとして定義されてきた (White 
1959)。Averill (1973) によると、知覚統制感概念は行動的統制、認知的統
制、そして決定的統制の 3 つに分けられるという。行動的統制とは事象の性
質に直接的な影響を与えたり修正出来る可能性のことを、認知的統制はある
状況の認知的再解釈や予測的可能性、決定的統制は結果や目的の選択肢のこ
とを示す。これまでの研究で、知覚統制感の高さ（つまり、人が周りの環境
を支配出来ていると知覚すること）は、身体的・心理的な健全性 (Szpiler 
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and Eppstein 1976)、高い作業パフォーマンス (Burger 1987)、痛みやフラス
トレーションへの忍耐 (Sherrod, Hage, Halpern, and More 1977)、苦痛や不安
といったネガティブな感情の申告 (Staub, Tursky, and Schwartz 1971)といった
態度や行動と強い関連性を有することが実証されてきている。 
 心理学における知覚統制感はほとんどが好ましい反応や行動に繋がるもの
としてこれまで検討が進められてきたが (Patrick, Skinner, and Connell, 
1993)、好ましく無い反応や行動に影響を与える示唆もあり、周囲の環境を
統制出来る自信の高さが高圧的な行動や不満の表出といった態度に現れるこ
とが指摘されている (Carver and Humphries 1983; Glass 1977)。Burger (1989) 
は既存研究のレビューを通じて、1) 望ましくない自己呈示、2) 望ましい結
果からの乖離、3) 対象への嫌悪 という 3 つの知覚統制感による好ましく無
い帰結について提示し、状況や個人の要因により異なった帰結が生じる可能
性についても示唆している。 
 
 
 ３－４－３．マーケティング研究における知覚統制感概念とその課題 
 
 知覚統制感概念が反応や行動に与える影響は、好ましいものと好ましくな
いものの双方が考えられることを指摘したが、マーケティング研究において
は、専ら前者に焦点が当てられ、小売研究において混雑度と店舗における満
足との媒介要因として検討され、知覚統制感の低さが店舗における満足に負
の影響を与えることが指摘されてきている (Hui and Bateson 1991; Dion 2004; 
Uhrich 2011)。 
 Hui and Bateson (1991) は顧客密集度 (human density) が知覚統制感の低さ
を媒介して買物行動の楽しみを減少させ回避行動を取ることが検証されてい
る。Dion (2004) は顧客密集度と知覚統制感の関係について再検討を行うと
ともに概念を細分化し、知覚統制感・顧客密集度・店舗における感情との因
果関係を検証している。そして Uhrich (2011)においては、顧客密集度の違い
を 3 つのダミー変数として操作化し、知覚統制感を介して店舗における感情
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や行動意図に負の影響を与えることを検証している。 
 上記のように、マーケティングにおける知覚統制感概念は同概念が与える
好ましい反応や行動にのみ焦点が当てられ、かつ小売店舗における混雑度に
対して顧客が知覚する感情を説明する概念としてのみ捉えられてきた。しか
し本章の分析における社会的存在感の質の側面としての知覚統制感は、サー
ビス・エンカウンターにおいて何らかのかたちでサービスの成果に負の影響
を与えるものとして捉えられてきているし、他の顧客が好ましく認識された
り好ましいサービス成果を実現するためには、サービス・エンカウンターに
おける購買行動を顧客の自由意思に任せるのではなく、企業が顧客を教育し
たり動機付けるといったようなコントロールすることが重要であると示唆し
ている (Martin and Pranter 1989; Pranter and Martin 1991; Grove and Fisk 
1997)。よって、サービスの成果の規定要因としての知覚されたサービス品
質を捉える場合は、今までのマーケティング研究では捉えられていなかった
知覚統制感が導く異なる帰結に着目し、知覚されたサービス品質がサービス
成果に与える影響を弱める効果を持つものとして検証を行うことが適当であ
ると考えられる。 
 
 
３－５．知覚類似性概念の検討 
 ３－５－１．社会的アイデンティティ理論 
 
 本項では、分析において知覚統制感概念の次に多く取り上げられている、
自身と他者との類似性に関する概念検討を行う。サービス・エンカウンター
において自身と見た目や生活環境、ライフスタイルが類似している他者に対
して好ましい印象を抱くことは社会心理学における社会的アイデンティティ 
(social identity) 理論及び都市社会学における同類原理において論じられてお
り、これらの背景概念を踏まえつつ、本研究において採用する概念を検討す
る。 
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 人は自身について知識やイメージを持っており、将来の行動や意思を左右
し、その人自身についての新たな知識の獲得を方向づける自己概念 (self-
concept) の形成は、自分の周囲にいる他者との相互作用を通じて、自分自身
の姿を修正しながら自己概念を作り出して行くことを示しているなど 
(Aronson, Wilson, and Akert 2007)、個人という 1 つの主体を捉えるにあたっ
ても他者の視角を捉えることは重要であると考えられている。古くは
Cooley (1902) が自分という人間が他者からいかに思われているかを推測し
自己を理解する考え方や、Mead (1934) による象徴的相互作用論においては
自身の所属する文化や集団の構成員を一般化された他者とし、これらに共通
する一般化された態度が自己概念を作るというコンセプトに基づいている。 
 そして、人は自身と他者との類似性を検討し、自分を含む内集団と、その
他の外集団とのカテゴリー化を行うと考えられ (Turner 1987)、それらの集
団所属性や役割関係によって規定される自己概念を社会的アイデンティティ
という（Baumeister 1986）。社会的アイデンティティ理論では集団としての
社会的自己と個人としての自己が異なることを仮定し (Hogg 2003)、社会的
文脈に応じて双方から自己定義を行えるとされてきているが (Turner and 
Oakes 1989)、そこからさらに進んで、社会的アイデンティティは自己概念
の中心に位置し、社会的カテゴリーに関する情報を使って世界を解釈すると
考えているなど、社会生活における社会的アイデンティティの有用性を主張
する論者も見られる (Tajfel 1972; Turner and Oakes 1989)。このようにして形
成された社会的アイデンティティは内集団ひいきに繋がるという。 
 内集団ひいき (Ingroup favouritism) とはある条件の下で人々が自分の所属
する内集団のほうを、その他の人々が所属する外集団よりも好んだり、親近
感を抱いたりすることを言い、これは他者評価や繋がりの強さといった形で
も現れると考えられている (Aronson, Wilson, and Akert 2009)。社会的アイデ
ンティティの形成が内集団ひいきに繋がる理由は、自己概念の肯定性を保と
うという本能的な動機があるからと考えられている (Tajfel 1978)。 
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 ３－５－２．同類結合原理 
 
 社会的アイデンティティ理論と並び、自身と類似した他者に好意を抱いた
り親近感を抱くことが論じられている理論に同類結合原理 (homophily) が
あり、一連の研究では、人は自身と類似している他者に対して好ましい印象
を抱いたり、好意を持ったりすることが指摘されている。特に都市が人々の
生活様式にどのような影響を与えるのかという問いに答えることを目的とし
た都市社会学や、個人にとって関係者間の結びつきがどの程度有益であるか
を解明しようとする社会的ネットワーク論において議論されてきた。ここで
の同類は、関係が結ばれる行為者同士の属性や価値観などの個人的特性に関
して類似することを指す(Lazarsfeld and Merton 1954)。この概念に関し、そ
の中でも Fischer (1982) は友人や家族関係に比べ異質性の高い都市のような
多くの人が密集している場における自身と同じような価値観や嗜好性を持っ
ている人々に好意を持つことを実証したほか、社会関係の形成に同類性が見
られることが近年の追試でも定量的に検証されている(Feld 2010)。それでは
人はどのような性質の類似性を認識し他者に対する好ましい印象が形成され
たり好意を持つのであろうか。これまでの先行研究において、人種や民族 
(Marsden 1987; Louch 2000)、性別 (Maccoby 1998)、年齢 (Kalmijn 1998)、宗
教 (Fischer 1982)、教育や職業、社会地位 (Marsden 1987; Louch 2000; 
Yamaguchi 1990)、集団における立ち位置 (Lawrence 2000)、行動パターン 
(Cohen 1977; Kandel 1978)、といった要素が指摘されている。 
 
 
 ３－５－３．知覚類似性概念 
 
 社会的アイデンティティ理論と同類結合原理における知見を踏まえると、
サービス・エンカウンターにおいて顧客が他の顧客と自身を無意識にせよ意
識的にせよ比較し、類似性の高い他者に対して好印象を抱いたり好意を持っ
たりすることが考えられる。この類似性を人の知覚から捉えた知覚類似性 
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(perceived similarity) 概念がいくつかのマーケティング研究においてその有
効性が確認されている。 
 マーケティング研究における自身と他者との知覚類似性は、特に売り手と
買い手の関係性における重要性がこれまでに主張されてきた。Crosby, 
Evans, and Cowles (1990) はサービスの不確実性を減少させる効果があるこ
とを実証し、Doney and Cannon (1997) は先行研究を踏まえたモデル構築を
行い、売り手と買い手の知覚類似性が売り手の信頼性を介して購買意図に影
響を与えることを示唆したほか、Coutler and Coulter (2002) は売り手と買い
手の類似性がお互いの心の壁を取り去るのに貢献したり、安心感を増大させ
たり、信頼感に影響を与えることを実証している。社会的存在感、つまり顧
客同士の知覚類似性に関して唯一検討を行った Brocato, Voorhees, and Baker 
(2012) においては、サービス・エンカウンターにおける他者との知覚類似
性の高さは店舗における好ましい感情や環境、他者に対する親近感に正の影
響を与えることが実証されている。 
 これまでにマーケティング研究における知覚類似性概念の帰結を踏まえる
と、顧客は知覚類似性の高い他人に対し、親近感や好意を抱いたり高い信頼
を寄せることが考えられ、間接的に購買意図にも影響を与えることが考えら
れる。 
 
 
 ３－６．小括 
  
 社会的存在感研究において重要と考えられる知覚統制感概念と知覚類似性
概念の検討を行った。本章においてこの 2 つの概念を検討したことの意義
は、先行研究において多く取り上げられその重要性が指摘された現象を、一
般性の高いサービスの因果関係に取り入れて考察可能にした点と言える。 
 自身が周りの環境を統制出来ると知覚する度合いにより人の感情や行動が
変化する知覚統制感概念及び、自身と類似していると知覚する他者に対して
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好意を持ったり親近感を持つ知覚類似性概念は、社会において他人に囲まれ
ている状況のもとで恒常的に起こり得る現象を捉えるものであり、サービ
ス・エンカウンターにおいて顧客が自分自身一人しか存在しない場合を除い
た状況に適用可能な概念である。 
 また、レビューを通じて知覚統制感概念とサービスの成果との関係に従来
とは異なる帰結を示唆した。小売店舗の混雑度研究において、店舗混雑度が
知覚統制感の低さを介し、買物行動の楽しさに負の影響を与えることが実証
されているいっぽうで、社会的存在感に関するこれまでの研究では、知覚統
制感の高い場合に比べ、低い場合のほうがサービス・エンカウンターにおけ
る好ましい感情や購買意図といった好ましい成果に繋がる可能性が高くなる
ことが示唆される。この異なる帰結が生じる可能性として考えられる理由
は、知覚統制感の高さが自身の身体の健全性や望ましい行動成果に繋がるい
っぽうで、威圧感や嫌悪といった感情を他者に与え不快な感情を生じさせう
る可能性がある点で、サービスの成果に何らかの負の影響を与える可能性も
あり、検証を行う必要があると考えられる。 
 
 
４－１．社会的存在感が調整するサービスの因果関係に関する検討 
 
 第２章において、これまでの社会的存在感の先行研究に基づき、社会的存
在感がサービスの提供と成果との関係を調整する可能性について、社会的存
在感の観点から議論した。本章ではその可能性をサービスの提供と成果との
因果関係の観点から検討する。その中でも特に、あるサービスの購買に先立
ち顧客が知覚しているサービスの品質である、知覚されたサービス品質とサ
ービス成果である顧客満足や、顧客ロイヤルティとの関係について議論す
る。まずはそれぞれの概念に関する検討や理論的課題について整理し、知覚
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されたサービス品質がサービス成果である顧客満足及び顧客ロイヤルティに
与える影響は、いかなる状況によっても安定して再現するか、またしないと
考えられるのであればどういった状況や条件のもとで因果関係が不安定にな
るのかをレビューする。最終的には社会的存在感に関するこれまでの議論を
踏まえ、定量的検証を行うことを前提として、知覚されたサービス品質・顧
客満足・顧客ロイヤルティ、そして社会的存在感の因果関係について検討を
行う。 
 
４－２．知覚されたサービス品質に関する先行研究 
 ４－２－１．サービス品質の重要性 
 
知覚されたサービス品質 (perceived service quality) は、サービスの成果の
善し悪しを決定付ける大きな要因の 1 つであり、またモノの生産と比べた時
に財の価値形成により重要な役割を担っていると考えられている。というの
も、知覚品質を保ったり、また消費者に対して的確に伝えることはモノに比
べサービスのほうが難しいことが指摘されている。サービスは形を持たない
性質を持つため品質の客観的に判断する手がかりに乏しいこと、また異質性
が与える影響としてサービスの提供者や受け手の違いによりサービスにバラ
つきが生じやすいことが挙げられる (Lovelock 1983)。Zeithaml and Bitner 
(2003) は、消費者が製品やサービスの品質を知覚するプロセスにおいて、
知覚できる時間・難易度別に 3 種類に分類し、それぞれを探索品質 (search 
qualities)、経験品質 (experience qualities)、そして信用品質 (credence 
qualities) とした。探索品質とは，顧客が購買に先立ち容易に評価できる特
性を有しており、経験品質とは顧客がサービス・エンカウンターにおいてサ
ービスの提供を受けたときに評価できる特性があり、そして信用品質はサー
ビスの知覚後ですらすぐには評価できない特徴を有するという。この製品品
質評価プロセスは、製品やサービスを問わず企業の提供する製品やサービス
の有形性と無形性の割合という連続性で捉えている。このフレームワークに
41 
 
沿って考えると、財の価値提供において無形の性質、つまり製造業に比べサ
ービス業において経験品質、信頼品質の特徴が優勢となり企業は適切な品質
マネジメントを行う必要があることを示している（図２）。 
 
 
 
 
 
図２：財による評価の連続性 
 
 
 
       大半が製品           大半がサービス 
  ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 
 
 
 
 
 
探索品質が高い      経験品質が高い      信用品質が高い 
 
 
４－２－２．SERVQUAL の開発 
 
 先述のように、サービス品質はモノの品質と比較して主観的な要素が多
く含まれていると考えられている。そのため、サービス品質の測定に知覚さ
れたサービス品質 (Perceived Service Quality) として顧客による知覚として測
定されることが多い。その中でも、知覚されたサービス品質を測定する概念
としてサービス研究において中心的に議論されているのが、Zeithaml, Berry, 
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and Parasuraman (1988)により開発された SERVQUAL である。 
SERVQUAL は、現在に至るまでサービス品質の測定に関して中心的な役割
を果たしてきており、最も重要な尺度として考えられている (松尾・奥瀬・
Praet 2001; 山本 1999; 近藤 2000; Carrillat, Jaramillo, and Mulki 2007)。 
SERVQUAL は当初、Oliver (1980) が提唱した期待―不一致パラダイムに基
づき、顧客の事前期待と実際の成果の差からサービス品質を測定することを
目的として開発され (Parasuraman, Zeithaml, and Berry 1998, 1991)、その後事
前期待を加味せず成果のみで測定される研究も多くなったが、サービス研究
において最も一般的に用いられている尺度である (Joewono and Kubota 
2007)。行動科学において期待とは、個人の過去の経験、現在の状況と他の情
報ソースに基づき、将来の出来事に対して予期することであり (Tyron 
1994)、消費者行動研究においては期待の持つ機能的な側面について重視され
ており、属性または製品における一定の成果レベルに達する可能性に対する
予期であるとしており、成果とは、知覚された製品やサービスの属性結果に
関する要約であると考えられている (Oliver 1997)。そしてこの期待と成果の
関係の中から顧客の心の中においてサービス品質が知覚される行為が不一致
（又は一致）であり、知覚された成果が期待された成果との不協和に関する
心理的な判断であり、よりどのレベルの差で良いか、又は悪いかを示す 
(Oliver 1997)。つまり、サービスを構成する要素に関して、事前期待より成果
が高ければ高いサービス品質となり、逆に事前期待に成果が及ばなければ低
いサービス品質として測定される。 
SERVQUAL が開発された手順として、まず Parasuraman, Zeithaml, and Berry
は、有形性・信頼性・反応性・コミュニケーション・信用性・安全性・能
力・礼儀正しさ・顧客理解・アクセスの 10 次元 97 問の質問を作成し、銀
行・クレジットカード会社・機械の修理／メンテナンス会社・長距離電話会
社において調査を行い、最終的に 10 次元から 5 次元となった（有形性、信
頼性、反応性、確実性、共感性12、表４－１参照）。 
                                                        
12 論者によって用語の日本語訳に違いがあり、反応性を応答性、確実性を保証性として
表記する例がいくつかの研究で見られるが、前者が SERVQUAL の Responsiveness, 後者
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表３－１．SERVQUAL を構成する 5 つの次元 
 
構成次元 特徴 
有形性 (Tangibles) 
物理的な施設や設備、従業員の見
た目 
信頼性 (Reliability) 
約束されたサービスを忠実かつ正確
に実行する能力 
反応性 (Responsiveness) 
顧客の手助けとサービスを迅速に行
いたいという意欲 
確実性 (Assurance) 
従業員の礼儀や知識、信頼や自信
を高めるための能力 
共感性 (Empathy) 
企業が顧客を気に掛けたり、個人的
な注意を払うこと 
 
Parasuraman, Zeithaml, and Berry (1988) をもとに筆者作成 
 
Parasuraman, Zeithaml, and Berry は、この 5 次元から成立する SERVQUAL
は全てのサービス業において適用可能であるとし、多くの研究者がこの
SERVQUAL 尺度を用いて知覚価値や顧客満足・顧客ロイヤルティといったサ
ービスに関する概念間の因果関係を解明してきたことから、本研究における
知覚されたサービス品質を SERVQUAL に基づき考察を進める。 
 
 
 ４－２－３．SERVQUAL に関する理論的課題 
 
先述のように SERVQUAL は知覚されたサービス品質を測定する尺度とし
て支配的な地位にあり、多様な潜在的適用性を持ち、SERVQUAL は広範囲に
                                                        
が Assurance を示すことに違いは無い。 
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わたるサービス業、小売業が実施する消費者期待や知覚のサービス品質の評
価やサービス品質を改善する際に経営上での注意や行動が必要な範囲を正確
に指摘することを助けると Parasuraman, Zeithaml, and Berry (1988) において主
張されていたにも関わらず、SERVQUAL に対する批判とそれらの解決策が多
くの研究で議論されている。 
SERVQUAL の持つ課題に関する特徴として、同尺度が顧客満足の形成要因
として最も一般的に用いられているモデルである、期待－不一致パラダイム
に基づき開発されたことから、尺度そのものの妥当性に留まらず、関連概念
との因果関係・概念間関係に関して多くの議論が為されている。こういった
問題が提起されるようになった 1 つの理由として、サービス品質は製品の品
質に比べ主観的な性質を持っていることに加え、サービス業と言えどビジネ
スモデルや提供される価値の性質に違いが存在することが考えられるだろ
う。 
Lovelock (1983) は、マーケティング戦略へのインプリケーションを高める
ためには、ある共通のマーケティング特性を共有するグループにサービスを
分類して個別に現象を考察することも有効なアプローチであると述べ、5 つ
の視点からの質問に回答する形でサービス行為の本質（有形的行為か無形的
行為か）及びサービスを直接的に受ける対象（人あるいは所有物か）の 2 つ
の側面から 4 つ のサービスに分類することで、顧客がサービスの提供される
場に存在する時間や顧客のサービス・デリバリーへの参加度、サービス行為
の前後において行為の対象がどのような変化を受けるのか、といった実務へ
の要請に応えることが出来ると主張している。また、Schmenner (1995) は、
サービスを労働集約性と相互作用＆カスタマイゼーションの度合いの 2 軸か
らサービスを 4 類型に分けた、サービス・プロセス・マトリクスを提示し、
サービスのオペレーションや戦略転換、それぞれのサービスにおける固有の
課題が明らかになる点で有効であると指摘している。 
このように、同じサービス業といえども提供する財の性質や顧客との関わ
り方は様々であり、違った特徴が存在することが分かる。そのため、多くの
サービスにおける汎用性を持つサービス品質の測定尺度を開発するにあたり
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構成概念の問題が生じることは想像に難くない。そういった問題提起を行っ
た研究として例えば、探索的因子分析により Zeithaml, Berry, and Parasuraman 
(1988) において見られたサービス品質の 5 次元は測定されず、サービス品
質の次元は、サービスのタイプに依存するという指摘や (Babakus and Boller 
1992; Cronin and Taylor 1992）、銀行サービスを対象として SERVQUAL の 5
次元に関して確認的因子分析を実施したが、モデル適合度が低く尺度開発を
やり直すべきであるという主張 (Spreng and Singh 1993) がこれまでに為さ
れている。 
そういった批判に留まらず、SERVQUAL に対抗する形で知覚されたサービ
ス品質を測定するための新たな尺度開発も行われている。このうち代表的な
のが、Cronin and Taylor (1992) により開発されたのが、顧客によるサービス
の成果値のみを測定する SERVPERF であり、実際に Cronin and Taylor 
(1992) は、4 つのサービス業（害虫駆除業者、ドライクリーニング業、ファ
ストフードショップ、銀行）において SERVQUAL と SERVPERF を比較し
た結果、構成概念やモデルの適合度に関して SERVPERF は SERVQUAL を
上回ることを実証した。しかし、Cronin and Taylor (1992) 以降、サービス品
質の測定尺度として、SERVPERF が SERVQUAL に取って代わられたという
ことではなく、SERVQUAL と SERVPERF のどちらを使用すべきかが議論に
なることがあるものの (Cui, Lewis, and Park 2003; Hudson, Hudson, and Miller 
2004; Mukherje and Nath 2005)、顧客満足や顧客ロイヤルティに対する予測性
という観点では、Parasuraman, Zeithaml, and Berry (1994) や Carrillat, 
Jaramillo, and Mulki (2007) において SERVQUAL と SERVPERF では変わらな
いという検証結果も存在し、また SERVQUAL が期待－不一致パラダイムと
いう顧客満足モデルにおける最も支配的な因果関係モデル（小野 2010）に
基づいて開発されたこともあり、SERVPERF が SERVQUAL に取って代わら
れているとは言い難い。 
また、サービスの汎用性・一般性ではなく業界特殊的な、知覚されたサ
ービス品質の測定尺度の開発も試みられている。松尾、奥瀬、Praet (2001) 
は、シティホテルの知覚されたサービス品質を測定する尺度開発を行い、
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SERVQUAL に対する批判として SERVQUAL が無形的な要因を重視するあ
まりに、有形的な要因を軽視している点を挙げ、有形性を経験的有形性と探
索的有形性に分割して分析を行っている。確かに、サービスにおける有形的
な要素と無形的な要素の重要性はサービス業や取引の形態によって違い、
Shostack (1977) は日用品やソフトドリンクの販売ではサービス業であって
もむしろ有形性の重要度が高く、逆にコンサルティングや教育サービスにお
いては無形性の重要度が非常に高くなっていることを示唆した。このよう
に、サービスにより顧客に提供する価値の性質が違うゆえ、SERVQUAL の
適合度がサービス業によって異なるのは推測できる。よって、SERVQUAL
の持つ課題を解決するために、サービス品質を測定するための新たな尺度開
発もいくつか試みられている。業種特殊的なサービス品質尺度の開発も試み
られている。例えば、Tribe and Snaith (1998) は、SERVQUAL では観光やレ
ジャー業界のサービス品質を測定することができないとし、“HOLSAT”と
いう旅行での観光客満足測定に焦点を当てた新たな概念を構築した。 
ここまで、SERVQUAL の持つ問題点をいくつか挙げたが、サービスの成
果の規定要因としての知覚されたサービス品質を測定する SERVQUAL に
は、多くの業種におけるサービス品質を測定する汎用性の点においても、ま
た特定のサービスに関して適切にサービス品質を測定できる個別性という点
においても問題があることが分かった。そのため知覚されたサービス品質で
SERVQUAL とサービスの成果との関係を考察するには、SERVQUAL をその
まま用いるのではなく、より一層サービスの持つ特性や一般性に配慮して考
察する必要があると考えられる（南 2012）。 
 
 
４－３．顧客満足に関する先行研究 
 ４－３－１．本節のねらい 
 
 本節では、社会的存在感との間で考察すべき因果関係として妥当と思われ
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る概念である、顧客満足の概念検討を行う。買い手の顧客満足を形成するこ
とは、マーケティングにおける重要な概念の 1 つとしてマーケティングに関
する学術論文や専門書のみならず、多くのビジネス書でもその重要性が取り
扱われてきていることは、疑うことが無い事実である。そして近年は、我が
国において経済産業省の支援のもと、サービス産業生産性協議会が JCSI
（日本版顧客満足度指数）を開発し、顧客の購買行動における心理プロセス
をモデル化し、顧客満足の構造を把握できる指数を提供するなど、理論的に
も実務的にも重要な概念となっている。しかし、そうした重要な概念であり
多くの研究者が顧客満足研究に取り組んできた成果の裏の副産物として、結
果的に論者によって顧客満足は顧客のどういった心理状態を捉えようとした
ものなのか、また顧客満足が形成されているのはいかなる時か、そして何に
対する満足を示しているものか、といった点で論者により相違点が見られて
いる。本節では数多くある顧客満足理論を整理するとともに、本研究で顧客
満足概念を採用することにあたって考えられる課題を導出することを目的と
する。 
 
 
 ４－３－２．顧客視点のマーケティングと顧客満足 
 
マーケティングにおける顧客満足概念の重要性は、概念が誕生した 20 世紀
のはじめから存在していたものではなく、時代の移り変わりとともに増して
きたと考えられる。その証左の 1 つとして、アメリカ・マーケティング協会
（AMA）による、マーケティングの定義の変遷が挙げられるだろう。AMA
による 1935 年の定義と 1985 年の定義を比較すると、1935 年の定義には「マ
ーケティングは、生産から消費に至る財とサービスの流れに関連する事業活
動を含むもの」であり、1985 年の定義では、「マーケティングは、個人や組
織の目的を満足させる交換を創造するために、アイディア、商品やサービス
の概念化、価格設定、促進、流通を計画し実施する過程である。」とある。こ
の 2 つの定義を比較すると、生産と消費の懸隔を充足するプロセスの重要性
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についてはどちらの定義でも指摘されているものの、1985 年の定義では 1935
年には見られなかった、個人や組織の目的を“満足”させるという、顧客満
足の概念が取り込まれていることが分かる。 
現代の顧客満足に繋がる、マーケティング・コンセプトが大きく打ち出さ
れ、現代に至るまで持続している現状に大きな役割を果たしたのは、ピータ
ー・ドラッカーであるという (嶋口 1984; 栗木 2007）。彼が 1954 年に出版し
た著書の中で、事業の目的とは「利潤の最大化」ではなく、「顧客の創造」で
あることが今でもマーケティングの教科書や実務界で取り上げられており、
こうした考えは市場志向や顧客志向といった言葉で使われることもある。 
ドラッカーは、顧客を喜んで製品やサービスに対し代金を払おうとする消
費者として定義しており、顧客満足が事業の成功に繋がる可能性を示唆した
とともに、またマーケティングにおける重要な概念として注目される 1 つの
契機になったと推察できる。そして、顧客満足は単なるスローガンではな
く、購買行動の満足水準が次回以降の購買行動にまで影響することが Howard 
and Sheth (1969) によって主張され、理論的にも実務的にもマーケティングの
中で重要な概念の 1 つとして捉えるに至っている。13 
 
 
 ４－３－３．顧客満足に関する概念的課題 
 
本研究で顧客満足を取り扱うにあたり、そもそも顧客満足の「満足」と
は、顧客のいかなる心理状態を表したものであるかを再確認すべきであると
考える。顧客満足概念の発展に寄与した Oliver (1989) によると満足 
(satisfaction)とはラテン語の十分と、するため・作るためにという 2 つの意味
が合わさって構成された概念であり、特に宴会で食事を摂り過ぎた時に古代
                                                        
13企業の収益の源泉としての顧客満足の重要性は我が国においても古くから存在していた
と言われており、大坂・伊勢と並んだ日本三大商人の 1 つとして称された近江商人の行動
哲学として有名なのがいわゆる三方よしと言われる、売り手の利益のみを追求して商売を
行うのではなく買い手の満足も実現しなければならないとの考えが存在している（情報誌
「三方よし」36 号、三方よし研究所。http://www.sanpo-yoshi.net/pdf02/036.pdf）。  
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の欧州人がこの概念を用いて食欲の達成感を表現したという。しかし、歴史
の流れによって満足は目的を達成した時の結果よりも、好ましい心理状態を
表現する概念になってきた。しかし顧客満足とは何かを定義するにあたり、
研究者によって定義が異なっていることがこれまでにしばしば問題とされ、
心理学者である Fehr and Russel (1984) は生活の中では誰もが満足という言葉
を認識しているが、厳密に満足を定義しようとすると、それは誰も出来ない
といった言葉や、Giese and Cote (2000) は顧客満足の定義として 20 の異なる
定義が存在すると指摘していることに現れている。その中でもよく引用され
る顧客満足の定義を見ると、いくつかの問題点が浮かび上がる。 
まず 1 つめが、多くの研究者間で顧客満足が一種の心理的な反応であるこ
とについては論者の間で同意が為されているものの、それが認知的なもので
あるか感情的なものであるかについては意見が二分されている点である。例
えば、認知的な反応として捉えている研究では、買い手が支払った犠牲（対
価）に対してその見返りが十分か、不十分かといったような認知的な状況で
あるといったもの (Howard and Sheth 1969)、顧客満足とは財やサービスの購
買に対する評価であるといった主張 (Fornell 1992) があるほか、感情的な反
応として捉えている研究では、顧客満足は使用経験を評価する時に生じた感
情であるとしていたり (Cadotte, Woodruff, and Jenkins 1987)、顧客満足研究の
大家ともいえるリチャード・オリバーは、Oliver (1981) においては顧客が製
品を獲得、または使用する際に得られた驚きに対する評価として捉えたり、
また Oliver (1992) において顧客満足は情緒に帰属する現象であるとしながら
も、Oliver (1997) では顧客満足が認知的なものか、また感情的な反応である
かについては明確に規定せず、認知的・感情的の両側面の性質を持つもので
あると指摘している。 
2 つめに、どの期間において形成された満足を捉えるかによって顧客満足
研究に違いがある。1 つは取引特定的 (transaction-specific) 満足であり、もう
1 つは累積的 (cumulative) 満足と呼ばれる (Johnson, Anderson, and Fornell 
1995; 小野 2010）。取引特定的満足はマーケティングや消費者行動研究におい
て主に 90 年代の前半まで盛んに顧客満足概念で主に用いられ、議論されてき
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た概念であり (Oliver 1997; Olsen and Johnson 2003)、製品の使用経験やサービ
ス・エンカウンターにおいて経験した個別取引におけるエピソードに焦点が
当てられ、財やサービスの購買後、利用後に知覚した感情をもとにしている 
(Yi 1991)。 
それに比して、累積的満足は取引特定的満足に代わり近年注目されている
概念として研究が進められている。このアプローチは顧客満足を、一定期間
における製品やサービスの全体的な利用経験として定義している (Johnson 
and Fornell 1991)。サービスにおける知覚品質は異質性の持つ特性によりその
時々によってバラツキが生じることが指摘されているが、この累積的満足は
そういったバラツキが平準化される点で、取引特定的満足に比べ購買行動や
購買金額といった顧客満足の帰結が予測しやすいと指摘されている (e.g., 
Fornell, Johnson, Anderson, Cha, and Bryant 1996; Johnson, Anderson, and Fornell 
1995)。 
このように、一言で顧客満足と言っても、定義の異なる概念が用いられて
議論されているため、取り扱いには十分な注意が必要であると考えられる。
Giese and Cote (2000) は顧客満足研究を行うにあたり、研究の主旨に沿った適
切な顧客満足の定義を選択すること、測定の信頼性・妥当性などの検討を丹
念に行うことが重要であると主張しているが、本研究においてもそれに従う
ことが妥当であると考えられる。本研究においては、知覚されたサービス品
質・顧客満足・顧客ロイヤルティ及び社会的存在感という 4 つに大別される
概念の因果関係を検証することが目的となっているため顧客満足概念の検討
のみでは採用すべき定義の選定は不適切であり、特に概念の排他性が課題と
なっている知覚されたサービス品質との関係を、項を改めて議論した上で決
定すべきと考える。 
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４－４．顧客ロイヤルティに関する先行研究 
 ４－４－１．ロイヤルティの行動的側面とその課題 
 
 企業は営利を目的として経済活動を行う主体である以上、利潤最大化は経
済学において企業の主要な行動基準と考えられており、市場活動の成果とし
て実現すべき大きな経営課題の 1 つであると捉えられる。企業に利潤をもた
らすか、もたらす可能性の高い顧客の心理や行動をロイヤルティ（loyalty; 忠
誠）概念として捉え、企業の持つブランド (e.g., Jacoby and Chestnut 1978)、
企業自身 (e.g., Reichheld 1993)、店舗 (e.g., Bloemer and De Ruyter 1998)、営業
担当者 (e.g., Oliver 1997)、といった対象、そして全社的な観点から企業の提
供物全体への献身的な態度や行動を捉える顧客ロイヤルティ概念として重要
視され、盛んに議論されてきた。 
 そもそもロイヤルティとは政府・思想主義などへの忠誠や愛国といった献
身的な感情や行動を意味するものとして認識されてきたが、独占資本による
市場の支配が一般化するにつれて、企業が市場占有率を獲得し維持するため
の手段としてロイヤルティ概念が援用され、マーケティング戦略の目的の 1
つとされるとともに、競争市場における価値のある資産として認知されてき
た (Kotler 1994)。 
 マーケティングにおけるロイヤルティという概念は、ブランドに対する行
動面とくに購入量や購入可能性、再購買頻度や購入パターンといった購買そ
のものをロイヤルティとして捉えることに研究のはじめは主眼が置かれてい
た (Kumar and Shah 2004)。例えば Cunningham (1956) は、家庭ごとの購買状
況の違いについて分析しているほか、Farley (1964) は商品の種類によって顧
客の購買パターンが異なることを実証している。また Brody and Cunningham 
(1968) は顧客個人のパーソナリティの違いによって購入するブランドがどう
変化するかを実証により明らかにしている。 
 しかし時が経つにつれ、単なる購買行動ではなく、顧客の心理的側面とし
てのロイヤルティを捉えなければ企業にとって利益となる顧客の購買行動を
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捉えることが出来ないと指摘されるようになった (Jacoby and Kyner 1973; 
Jacoby and Chestnut 1978)。Jacoby and Kyner (1973) は、単なる反復購買を行っ
ている顧客がいわゆる「忠誠心」を持ち長期間にわたり企業に利益をもたら
すとは限らず、ロイヤルティの必要十分条件として心理的な意思決定やプロ
セスや評価として捉えるべきであると主張して以降、ロイヤルティを単なる
購買行動に留まらず、企業や店舗、営業担当者といった企業の提供物に対す
る好ましい態度を含んだものか、またそれ単体で捉えられることになる。顧
客が再購買を行っている場合であっても、購買努力を削減して意思決定の単
純化を意図している消費者の性質を反映しているだけの場合もあるし（青木 
2004）、再購買が偶然であったり、購買に関する心理的コストを削減するのが
目的で再購買を行っている場合がある（高橋 2009）。そうすると、代替ブラ
ンドや店舗のスイッチングが起こりやすく、真にロイヤルな顧客とは言い難
いので、信念や態度といった心理的側面を捉えるべきであるという流れにな
る (Fournier 1998; Oliver 1999)。Reinartz and Kumar (2002) は、ハイテク、カ
タログ通販、小売店、金融業といった異なる業種において定量的検証を実施
した結果、行動的ロイヤルティと利益との相関は 0.5 を下回り相互の関連は
強くないことが実証されている。 
 
 
 ４－４－２．ロイヤルティの態度的側面と統合的観点 
 
  行動的側面のみでロイヤルティが捉えられてきた反省から論じられるよ
うになったロイヤルティの態度的観点であるが、態度的観点は、選好やコミ
ットメントという心理的側面に注目して顧客ロイヤルティの概念化を試みて
いる (e.g., Andreassen and Lindestad 1998; Lee and Cunningham 2001)。一般的に
態度とは、「人間行動の決定要因の 1 つとして認識され、好感もしくは非好感
で表されるもの」とされており (Allport 1935)、購買行動を誘発する前段階と
しての内面的な認知・評価・意図であったり、感情的な要因として認識され
ている。よって、態度的観点から考察した顧客ロイヤルティとは購買行動の
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前段階における心理的かつ態度的な状態を表すものと言い換えることが出来
る。Reichheld and Schefter (2000) は、この態度的観点に基づいてロイヤルテ
ィを、自社が他者よりも圧倒的に優れた価値を提供できるため、全ての取引
を自社と行うことを望んでいるような顧客から信頼を得ることと定義してい
る。また、Shoemaker and Lewis (1999) は、消費者行動の基本的な態度面を抜
きにして「真の」顧客ロイヤルティを構築・維持することは困難であると主
張し、顧客ロイヤルティにおける態度的側面の重要性を強調している。しか
し、顧客が商品やサービスに対して好ましい感情を抱くようになったとして
も、例えばスイッチング障壁といった要因により (Fornell 1992)、それが必ず
購買行動に繋がるとは限らず、企業の利益にどの程度の影響を与えているか
という量的測定が困難であるという課題が存在する。 
 この問題を乗り越えるために、近年のロイヤルティ研究においては行動・
態度の両側面の双方を考慮したものが捉えられており、態度的・行動的ロイ
ヤルティの双方に焦点を当てなければ、本当の顧客ロイヤルティとは何かを
解明出来ないという考えに基づくものである。例えば、Oliver (1999) は、顧
客ロイヤルティとは現在選好している製品やサービスを将来的にも一貫して
再購買・再利用しようとする顧客の強いコミットメントであり、また周囲の
状況や競合企業のマーケティング活動が他ブランドへのスイッチング行動を
誘引しているにも関わらず、同一ブランドや同一ブランド集合の反復購買を
引き起こすものであると定義した。 
 態度的側面と行動的側面の双方を取り入れて顧客ロイヤルティを概念化す
るための概念枠組みは、Dick and Basu (1994) によって試みられている。Dick 
and Basu (1994) は、反復購買行動という行動的観点から捉えたものを反復的
愛顧とし、他の対象（ブランド・サービス・店舗・販売員）との比較におい
て好むという態度的観点から捉えたものを相対的態度とし、その 2 つの要素
を組み合わせ顧客ロイヤルティの概念化を行った（表４－２）。この中で、製
品やサービスに対する好ましい気持ちや態度が全て購買行動に繋がっている
場合のみ真のロイヤルティとして見ることが出来ると Dick and Basu (1994) は
主張している。 
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 ここまで、顧客ロイヤルティを 3 つの観点から検討してきたが、購買に繋
がる消費者心理と企業経営に対する影響を考察するためには、態度的観点の
みで捉えるだけでも、また行動的観点のみで捉えるにも問題があることがわ
かる。よって本研究における顧客ロイヤルティは、態度的観点と行動的観点
の双方を考慮した、統合的観点で捉えることが適していると考えられる。 
 
表３－２：顧客ロイヤルティの理論的枠組み 
 
  反復的行動 
  強 弱 
相
対
的
態
度 
強 
真の        
ロイヤルティ 
潜在的       
ロイヤルティ 
弱 
見せかけの     
ロイヤルティ 
ロイヤルティ    
なし 
 
 
 
出典：Dick and Basu (1994) 
 
４－５．知覚されたサービス品質とサービス成果及び社会的存在感の関係に
関する課題 
 ４－５－１．知覚されたサービス品質と顧客満足との概念の弁別性に関す
る課題 
 
 本項では、知覚されたサービス品質とサービス成果との因果関係を検証す
る場合に生じる課題に関して検討する。第 3 節において導出した顧客満足の
定義上の問題に関して、顧客満足の定義を感情的であるか、または認知的な
反応として捉えるかが検討すべき課題の 1 つであると考えられる。その理由
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の 1 つとして、両概念間の弁別性についていくつかの研究で議論が為されて
おり、例えば有形財の品質と満足との関係であれば、前者が比較的客観的な
性質を持つのに対し後者は主観的であるため違いは明確であるが、サービス
における品質も満足も双方が主観的な性質となるため品質と満足との区別は
非常に曖昧なものとなり、サービス研究において品質と満足は概念間の混同
が見られるという（山本 1999）。実際に、知覚されたサービス品質と顧客満
足との関係は弁別できないという主張や (Cronin and Taylor 1994; Iacobucci, 
Ostrom, and Grayson 1995)、状況によって変化するという指摘もある 
(Dabholker 1995)。 
知覚されたサービス品質とサービス成果との関係を検証した研究において
捉えられている顧客満足概念は多種多様である。その中でも多くの研究で
は、顧客満足が感情的側面なのか認知的側面なのかが議論されないまま、被
験者に対して「心が満たされた」かどうかのみで測定されている14 (Cronin 
and Taylor 1992; Hallowell 1996; Bernhardt, Donthu, and Kennett 2000; Bolton and 
Lemon 1999; Athanassopoulos 2000; Falk, Hammerschmidt, and Schepers 2010)。そ
の一方で、顧客満足の定義について先行研究を検討した上で、定義付けされ
た研究もいくつか存在している。 
その中で、感情的な側面を重視した研究を挙げると、例えば、Taylor and 
Baker (1994) や Ostrom and Iacobucci (1995) は、Oliver (1993) を参照する形
で、顧客満足には感情的・認知的双方の側面があるとしながらも主に感情的
な側面が顧客満足として測定されている。更に踏み込んで検討しているの
は、Patterson and Spreng (1997) で、Oliver (1992) を参照しつつ Allen, 
Machleit, and Kleine (1992) に言及し、行動への先行要因として適切なのは認
知よりも感情であることから、顧客満足は感情的側面から捉えられるべきで
あるとの強い主張を行っている。また、Ryu, Lee, and Kim (2012) や Lai and 
Chen (2011) は、知覚されたサービス品質と顧客満足との概念間の関係に注目
して、知覚されたサービス品質が認知的な反応であるのに対し、顧客満足を
                                                        
14 研究によって、「満足した」を satisfied-dissatisfied のみで測定しているものも、それ
に加え、pleased-displeased の尺度を加えて測定しているものも存在している。 
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感情的な反応であると定義することで、両概念の排他性を確保できるとして
いる。 
次に、顧客満足は感情的・認知的双方の側面があるため、どちらも考慮さ
れなければならないと主張している研究者も存在する。顧客満足は感情的な
反応であるとする論者の意見を引用しつつも、認知的な反応も看過出来ない
と主張した Rust and Oliver (1994) を参照し、尺度に双方の側面を取り入れ、
顧客満足を測定している (Clemes, Gan, and Ren 2011; Olorunniwo, Hsu, and Udo 
2006; Chen 2008; Malik 2012)。 
ここまで、サービス品質が行動意図に与える影響を定量的に検証した一連
の研究において顧客満足がどの側面を捉えて研究が進められてきたかを概観
した。先行研究における傾向を見ると、顧客満足研究において顧客満足は感
情的側面・認知的側面のいずれか、また双方の側面を考慮したものとして捉
えられているのに対し、サービス品質と行動意図間の因果関係を捉えた研究
において、顧客満足の 2 つの側面について議論された研究では、認知的側面
を顧客満足で捉えている研究が僅かであり、感情的側面が重視される傾向に
あるようである。 
これまでの顧客満足に関する議論を踏まえると、顧客満足を感情的側面で
捉えることにより、サービス品質と顧客満足の弁別性が担保されると考えて
いる。その理由として、サービス品質が顧客のサービスに対する認知的な評
価であるのに対して、満足は感情的要素の強い心理的反応であるという
Oliver (1993）の論に従えば両概念間は弁別可能と考えられること、また、サ
ービス品質の評価はサービスを利用する事前から事後のすべてのプロセスで
起こる長期的な評価であるのに対して、満足はサービスを体験した後の短期
的な感覚であること（近藤 1999）であると捉えられるからである。 
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 ４－５－２．知覚されたサービス品質とサービス成果との関係とその状況
依存性 
 
これまで、サービスはモノをベースとしたマーケティングに比べ品質評価
が比較的に困難であることからサービスの成果に知覚品質が重要な規定要因
として機能すること、知覚されたサービス品質の測定に中心的な役割を果た
してきた SERVQUAL が顧客満足を説明する期待－不一致パラダイムに基づ
いて開発された背景があるが、結果として多くの研究で知覚されたサービス
品質が顧客満足や顧客ロイヤルティといったサービスの成果に正の影響を与
えることが、多くの研究で検証されている (Parasuraman, Zeithaml, and Berry 
1988; Anderson and Sullivan 1993; Fornell 1992; Cronin Jr., Brady, and Hult 
2000)。いっぽうで、両概念を媒介する要因を含めて因果関係を考察する研究
も見られる。例えばサービスが対価に見合ったものであるかどうかを示す知
覚価値 (e.g., Andreassen and Lindestad 1998; Petrick 2004)、個人のある対象に向
けられた関心や心配り、重要性に関する知覚を示す関与 (Lai and Chen 2011) 
といったサービスそのものに対する知覚を媒介して知覚されたサービス品質
が顧客満足や顧客ロイヤルティといった成果に影響を与えることを実証して
いる。 
さらに近年は、知覚されたサービス品質とサービス成果に与える影響が状
況によって変化することに着目し、調整要因を検証する研究が行われてい
る。それらは、①サービスの属性に対する顧客の知覚に着目したもの、②個
人属性に着目したもの、③サービスの提供を取り巻く環境要因に着目したも
のに大別できると考えられる。 
1 番目の、提供されたサービスの属性に対する顧客の知覚について注目し
た一連の研究では、サービスの成果が価格に見合ったものかを示す知覚価値
（Caruana, Money, and Berthon 2000）、店舗における音楽の適切さや雰囲気と
いった要素 (Ha and Jang 2010) といった要因が検討されている。 
2 番目に挙げられる、個人属性に注目したものとして購買のために費やす
非金銭的コストである知覚犠牲 (Harris and Ezeh 2008) 、バラエティシーキン
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グ行動 (Harris and Ezeh 2008)、サービスに対する価格感応度や消費に対する
無気力感 (Ranaweera and Neely 2003)、顧客のサービスに関する知識 (Bell, 
Auh, and Smalley 2005) といった要因によっても変化することが指摘されてい
る。 
そして 3 番目に挙げたサービスの提供を取り巻く環境という観点に着目し
た研究では、競合サービスとの価格差を示す知覚価格であったり (Ryu and 
Han 2010)、その企業が属する競争強度や顧客の消費に影響を与える景気動向
に着目した知覚経済危機 (Harris and Ezeh 2008) 、提供されるサービスの同質
性 (Ranaweera and Neely 2003) といった要因も検討されており、因果関係の
状況依存性の解明が特に近年進められてきている（表３－３）。 
 
 
表３－３．既存研究における、知覚されたサービス品質とサービス成果に関
する調整要因 
 
サービス属性 個人属性 環境要因 
知覚価値                     
(Caruana, Money, and 
Berthon 2000) 
               
店舗における音楽や雰
囲気 (Ha and Jang 2010)            
知覚犠牲            
(Harris and Ezeh 2008) 
                
価格感応度、無気力感 
(Ranaweera and Neely 
2003) 
                 
サービスに関する知識         
(Bell, Auh, and Smalley 
2005) 
知覚価格              
(Ryu and Han 2010) 
                        
知覚経済危機         
(Harris and Ezeh 2008)  
                    
サービス同質性 
(Ranaweera and Neely 
2003) 
 
（筆者作成） 
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 ここで注目すべきは、個人属性や環境要因といった、従業員や施設・設備
といったサービス提供者の要素とは異なる要因が、知覚されたサービス品質
とサービス成果の関係を調整するという点である。15 つまり、サービス企
業と顧客の間での質の高いサービス提供がサービス成果に与える影響は、サ
ービス提供とは別の要因によって変化したり、有意ではなくなる可能性が考
えられる。 
 
４－５－３．先行研究における知覚されたサービス品質とサービス成果
の因果関係に関する課題 
 
 感情的側面・認知的側面とともに知覚されたサービス品質との関係の中で
検討すべき課題の 1 つとして顧客満足の「満足」がどの期間に形成されるも
のかといった点で取引特定的満足と累積的満足の双方の定義が存在するとと
もに、顧客満足や顧客ロイヤルティとの因果関係について特に因果の向きに
関しても、研究によって異なる主張が為されている。 
 これまでに多くの研究において知覚されたサービス品質は顧客満足や顧客
ロイヤルティの規定要因として検証されているが (e.g., Parasuraman, Zeithaml, 
and Berry 1988; Anderson and Sullivan 1993; Fornell 1997; Cronin Jr., Brady, and 
Hult 2000)、例えば Bitner (1990) は知覚されたサービス品質が顧客満足に影響
を与え、またその顧客満足が知覚されたサービス品質に影響を与えるとい
う、両概念の再帰性を主張しているほか、Taylor and Cronin (1994) は双方向
の性質を有するといった検討が為されている。そういった議論に対する解決
策も提示されており、例えば阿部（2002）は知覚されたサービス品質と顧客
満足との関係を考察すると、短期的な顧客満足と長期的なサービス品質との
関係を考察するならば、顧客満足がサービス品質の規定要因となると考えら
れるし、長期的な顧客満足と短期的なサービス品質との関係を捉える場合は
                                                        
15 知覚価値や店舗における雰囲気や音楽といったサービス属性に対する知覚は先行研究
において媒介要因・調整要因の双方が検証されている。本論文では取り上げないもの
の、因果関係の妥当性については更なる検討が必要であると考えられる。 
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その逆の関係となると考えられるという。BtoB 市場における取引特定的満
足・累積的顧客満足及び行動意図（顧客ロイヤルティ）間の因果関係を考察
した Spreng, Shi, and Page (2009) も同様の示唆を行っており、知覚されたサー
ビス品質も顧客満足についても、両概念が取引特定的か累積的かによって因
果関係が変化することを主張している。 
 阿部（2002）及び Spreng, Shi, and Page (2009) の示唆を考慮すると、サービ
ス・エンカウンターにおいてサービスの成果を結果としてその規定要因との
因果関係を考察するためには、サービス・エンカウンターにおける短期的な
顧客のサービス経験に基づいた知覚されたサービス品質と、その後に形成さ
れる比較的長期的な顧客満足及び顧客ロイヤルティといったサービス成果を
捉える必要がある。 
 
 
４－６．知覚されたサービス品質とサービス成果の関係に社会的存在感が与
える影響に関する検討 
 
これまでの先行研究に基づき、第 2 章において、サービス・エンカウン
ターにおける社会的存在感に関する理論的課題を、そして本章において知覚
されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティ間の因果関係に関する
理論的課題を導出した。これら 2 つの理論的課題を踏まえ、社会的存在感
が、知覚されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティ間の関係を調
整する因果関係について議論する。 
サービス・エンカウンターにおいてサービス成果の規定要因の要素を示
唆した Langeard, Bateson, Lovelock, and Eiglier (1981) によるサーバクション・
フレームワークや Grove and Fisk (1992) による劇場型フレームワーク、また
サービスにおける社会的要因に着目した Baker (1987) では企業が提供するサ
ービスに付随して社会的存在感の重要性が指摘されている。社会的存在感に
関する先行研究では、量の側面に関してはサービス・エンカウンターにおけ
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る他者の数の違いにより顧客の満足や感情に変化が生じることが検証されて
いたり (e.g., Argo, Dahl, and Manchandra; Uhrich 2011)、他者の数が過度である
ことを知覚する知覚混雑度が媒介要因を経て顧客満足や顧客ロイヤルティと
いったサービス成果に負の影響を与えている (Hui and Bateson 1991; Harrell, 
Hutt, and Anderson 1980)。そして、質の側面に関し企業が提供するサービス
にも着目した顧客の体験談において、他の顧客が良い雰囲気作りに貢献して
おり思っていた通りのサービス経験が出来たという例や、無礼な振る舞いを
している他の顧客の行動を見てしまったことによって、買物の楽しみが減っ
てしまったこと (Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 2010)、また品の無い行動
によってテーマパークの楽しみが減少しているといった報告が為されており 
(Grove and Fisk 1997)、知覚されたサービス品質とサービスの成果の調整要
因として社会的存在感が機能することを示唆している。そして定量的な検証
では知覚類似性の異なる状況において顧客満足が変化するといった結果や 
(Thakor, Suri, and Saleh 2008)、社会的存在感は他者に対する印象の良さには
直接影響を与えるが、サービス成果に与える影響は直接的ではないという結
果が提示されている研究も存在する (Guenzi and Pelloni 2004)。実際に、知
覚されたサービス品質とサービス成果との関係は、知覚価格 (Ryu and Han 
2010)、知覚経済危機 (Harris and Ezeh 2008) やサービス同質性 (Ranaweera 
and Neely 2003) といったサービス・エンカウンターを取り巻く環境要因によ
って変化することがこれまでに検証されている。 
 以上のことから、社会的存在感は、知覚されたサービス品質とサービス成
果である、顧客満足や顧客ロイヤルティ間の関係を調整する機能を持つと考
えられ、この関係を次章において定量的に検証する。 
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５－１．サービス品質と顧客満足・顧客ロイヤルティ間の因果関係に関する
課題と社会的存在感 
 
 本章では、これまでに検討した、社会的存在感や知覚されたサービス品質
とサービス成果に関する一連の研究における課題をもとに、知覚されたサー
ビス品質とサービス成果である顧客満足及び顧客ロイヤルティ間の関係に社
会的存在感の量・質の両側面が調整する影響を実証する。 
 第 2 章で検討したように、社会的存在感の量の側面については研究のほと
んどが小売店舗を対象にして進められて来たため、サービス研究として一般
性・普遍性を検証するために異なるサービスにおいても社会的存在感の量の
側面の与える効果が小売店舗と同一であるかどうかを検討する。また、社会
的存在感の質の側面については、第 3 章において導出した、知覚統制感概念
及び知覚類似性概念を調整概念として検証を行う。 
 
５－２．仮説設定 
 ５－２－１．知覚されたサービス品質と顧客満足及び顧客ロイヤルティの
関係 
 
知覚されたサービス品質はサービスの利用経験により構成された、購買
前に顧客がサービス企業の提供する諸要素に対して抱く期待（期待値）と購
買後に知覚された経験（経験値）との相対的な比較 (Parasuraman, Zeithaml, 
and Berry 1988) であったり、期待を加味せず購買後に顧客が判断した品質
評価であり (Cronin and Taylor 1992)、高いサービス品質を知覚することによ
り顧客満足や顧客ロイヤルティといったサービスの成果に正の影響を与える
ことが多くの研究で検証されてきている (Zeithaml, Berry, and Parasuraman 
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1996; Bell, Auh, and Smalley 2005; Anderson 1998)。 
本研究では、後者の購買後における顧客のサービスに対する品質評価を
知覚されたサービス品質として測定する。その理由として、期待と知覚を同
時に測定しその得点差を測定する操作化の限界 (Brown, Churchill, and Peter 
1993)、期待と知覚の差より事後の知覚のみを測定するほうがモデルの適合
度が高くなったり (Cronin and Taylor 1992; 西尾 1995)、マネジメントへの
フィードバックへの困難性（山本 1999）といった問題を抱えていることか
ら、本研究では期待を考慮せず購買後に顧客が知覚した品質を、知覚したサ
ービス品質として測定する。また、本研究においてはサービス・エンカウン
ターにおけるサービス経験を通じて形成される顧客満足や顧客ロイヤルティ
といったサービスの成果の規定要因として知覚されたサービス品質を測定す
ることから、知覚されたサービス品質をサービス利用後に形成された短期的
な性質のものとして、顧客満足及び顧客ロイヤルティを、その後影響を与え
る比較的長期的な性質のものとして捉えることとする。以上のことから仮説
１と２が導出される。 
 
仮説１： 知覚されたサービス品質は、顧客満足に正の影響を与える。 
仮説２： 知覚されたサービス品質は、顧客ロイヤルティに正の影響を
与える。 
 
そして、顧客満足は顧客ロイヤルティの規定要因でもあり、知覚された
サービス品質が顧客満足を介して間接的に顧客ロイヤルティに影響を与える
可能性が示唆されている (e.g., Anderson and Sullivan 1993)。顧客満足は製品
やサービスの利用によって形成された、サービス提供者に向けられた感情的
な反応であり (Oliver 1981)、顧客ロイヤルティとは、ある製品やサービス
に対する好ましい気持ちや態度を有していることと、購買活動を実際に行っ
ていることを指す (Dick and Basu 1994)。顧客満足は、長期間にわたるサー
ビス提供者と顧客との好ましい関係の大きな規定要因であるとされており 
(Geyskens, Steenkamp, and Kumar 1999)、多くの研究でサービス提供者に対す
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る好ましい態度や再購買意図に影響を与えることが実証されている (Fornell 
1992; Bolton and Drew 1991; Anderson 1998)。 
以上のことから、仮説３が以下に導出される。 
 
仮説３： 顧客満足は、顧客ロイヤルティに正の影響を与える。 
 
 
 ５－２－２．社会的存在感が調整する影響 
  
サービス・エンカウンターにおける社会的存在感の量の側面は、知覚し
たサービス品質が顧客満足及び顧客ロイヤルティに与える影響を弱めると考
えられる。 
先行研究においては、サービス・エンカウンターにおける顧客の数が多
い場合は、少ない場合に比べて概ね満足が減少したり、再購買意図が低くな
ることが指摘されている。例えば売場において顧客の数が多くなると、混雑
により不快な感情が発生したり、買物行動が阻害されることにより、顧客満
足を減少させる効果を持つことが報告されている (Martin and Pranter 1989; 
Machleit, Eroglu, and Mantel 2000; Argo, Dahl, and Manchandra 2001; Eroglu, 
Machleit, and Barr 2005)。また、売場において他の顧客の持ち物が当たった
り、レストランにおいてこぼれた飲食物がかかるリスクを知覚することによ
り再購買を減少させる効果を持つほか (Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 
2010)、購買の延期や買物時間の減少にも影響を与えることが検証されてい
る (Eroglu and Harrell 1986)。 
また、サービス・エンカウンターにおける顧客満足や顧客ロイヤルティ
の規定要因を包括的に研究したものにおいては、従業員が提供するサービス
に加え社会的存在感をサービスの成果に影響を与える付随的要因として捉え
るべきであると捉えていたり (Baker 1987)、サービス品質のほうが重要であ
ると示唆している (Fisk, Grove, and Fisk 2004)。本研究では社会的存在感の
量の側面を、顧客共存在 (customer co-presence) という顧客個人がサービ
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ス・エンカウンターにおいて他の顧客の存在数をどの程度知覚するかという
概念に基づき測定を行う。この概念は、教育心理学における社会的存在感の
研究において、ある人が同じ場に存在している他者をどの程度認識している
かを知覚する概念として用いられている (Biocca, Harms, and Gregg 2001)。 
 
 
 以上のことから、仮説４が以下に提示される。 
 
仮説４ａ：顧客共存在が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサービス
品質が顧客満足に与える正の影響が弱い。 
仮説４ｂ：顧客共存在が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサービス
品質が顧客ロイヤルティに与える正の影響が弱い。 
 
 
次に、サービスの成果に影響を与える質の側面として、第 3 章において
検討した知覚統制感概念と、知覚類似性概念が多くの研究で示唆されてお
り、両概念を調整変数として仮説検証を行う。知覚統制感は、環境心理学に
おいて人が周囲の環境における他の主体や環境において生じる事態に影響を
与えたり、その事態を予測できる程度の強弱であり、知覚統制感の高さがポ
ジティブな感情や課題解決的な行動に繋がるいっぽうで (Mehrabian and 
Lassel 1974; Perry 1991)、周囲の環境を統制出来る自信の高さが高圧的な行
動や不満の表出といった態度に現れることが指摘されている (Carver and 
Humphries 1983; Glass 1977)。 
サービス・エンカウンターにおいては顧客がマナーを遵守し洗練した振
る舞いをしたり、他の顧客の言葉遣いが綺麗であることや (Martin and 
Pranter 1989)、他の顧客が従業員に対して協力的な振る舞いをしていること 
(Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 2010)、行列において顧客が礼儀正しく並ん
でおり気持ち良く購買行動が出来る (Grove and Fisk 1997) 環境に比べ、従
業員や他の顧客に無礼な態度を取ったり、マナーを遵守しない顧客を見かけ
66 
 
ること、ドレスコードを守らなかったり身なりの良く無い顧客の存在 
(Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 2010)、顧客が大声で会話していたり礼儀を
欠いた行動をしている、喫煙マナーを守れず他の顧客に迷惑を掛けてしまう
顧客が存在しているほうが (Martin and Pranter 1989)、サービスの成果が好
ましくないものになってしまうことがインタビュー調査やそれを基にした分
析で示唆されている。 
社会的存在感を好ましい性質にするためには、サービス・エンカウンタ
ーがサービス企業にコントロールされ顧客の勝手な振舞いが抑制させること
によって他者がルールやマナーを守った行動に出ることが考えられ、スムー
ズに消費行動が出来る環境を形成させることが有効であるといった示唆が与
えられている (Pranter and Martin 1991; Martin and Pranter 1989; Grove and Fisk 
1997)。よって、他の顧客がサービス企業や従業員から統制されており行動
の自由が制約されている状態、つまり知覚統制感が低いほうが、高い状態に
比べて、品質の高いサービス提供の価値が損なわれることなくサービスの成
果に繋がる可能性が高くなるため、知覚されたサービス品質が顧客満足や、
顧客ロイヤルティに与える正の影響を強めることが推測される。よって、仮
説５は以下の通りに導出される。 
 
仮説５ａ：知覚統制感が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサービス
品質が顧客満足に与える正の影響が弱い。 
仮説５ｂ：知覚統制感が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサービス
品質が顧客ロイヤルティに与える正の影響が弱い。 
 
 
 知覚統制感概念とともに、サービスの成果に影響を与える社会的存在感の
質の側面の 1 要素に、知覚類似性概念があると考えられる。サービス・エン
カウンターにおいて、他の顧客との類似性を認識するほうがサービスの成果
が好ましくなることがいくつかの先行研究で捉えられている。例えば、例え
ば、Grove and Fisk (1997) によると、アミューズメントパークにおいて自身
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と違う方言を使い行動習慣の違う他の顧客を見かけることによりサービス・
エンカウンターにおける好ましい感情が損なわれた例が報告されている。ま
た、Thakor, Suri, and Saleh (2008) は 20 代の若年層の被験者を対象として、
体験型スポーツ、スポーツクラブ、自己啓発セミナー、レストランといった
4 つのサービスにおいて見かける他の顧客の年齢層が若年層・中年層・老年
層の 3 つに設定し、サービスに与える印象に与える影響がどのように異なる
かを検証した。それによると、いくつかのサービスにおいて、他の顧客が自
身と異なる年齢層であった時に、同じ年齢層であった場合に比べサービスに
対する行動意図が少なくすることが実証されたほか、Brocato, Voohees, and 
Baker (2012) は、テーマパーク・レストラン・小売店舗の 3 つのサービスを
対象とした実証研究を行い、顧客と他者との知覚類似性が直接サービスの成
果に影響を与えるわけではなく、他者への親近感や好ましい感情を介してク
チコミ意図に繋がることを実証している。よって、仮説６が以下に導出され
る。 
 
 
仮説６ａ：知覚類似性が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサービス
品質が顧客満足に与える正の影響が強い。 
仮説６ｂ：知覚類似性が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサービス
品質が顧客ロイヤルティに与える正の影響が強い。 
 
 
 
５－２－３．仮説検証モデル 
 
 前節において仮説設定を行った仮説を検証するモデルを以下に提示する。
なお、観測変数と誤差は省略している。 
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図３．仮説検証モデル 
 
 
                                       
                                    H5a   H5b         
                                     H1          H4a     
                                              
H3           H3                                    H3 
                     H2             H4b                   
                                           H6a             
                                                 H6b 
                                     
                     
（筆者作成） 
 
 
 
５－２－４．仮説検証の手続き 
 
 本研究では、仮説１から３までの変数間の主効果に関する仮説検定を、共
分散構造分析を用いて実施した。共分散構造分析とは、実際の観測変数の背
後に位置する潜在変数（構成概念）の因果関係を分析する統計的手法であり
（豊田・前田・箭内 1992; 豊田 2007）、直接観測できない潜在変数を導入す
ることにより、潜在変数と観測変数間の因果関係を同定することによって自
然現象や社会現象を理解するための統計的アプローチである（狩野・三浦
1997）。単回帰分析や重回帰分析と異なり、複数の予測変数で複数の基準変
数をパス解析によって予測することが出来る（豊田 2007）。本研究では、知
覚されたサービス品質が顧客満足及び顧客ロイヤルティの双方に影響を与え
るとともに、顧客ロイヤルティの説明変数として顧客満足を設定しているこ
顧客 
共存在 
顧客          
ロイヤルティ 
顧客 
満足 
知覚 
類似性 
信頼性 
 
有形性 
 
信頼性 
 
確実性 
 
共感性
 
知覚された 
サービス品質 
知覚 
統制感 
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とから、この分析手法が最適であると判断し採用する。 
 また、仮説４から６の社会的存在感が調整する影響に関する検証は、中間
値を排除した上で値が高いグループと低いグループに分け、知覚されたサー
ビス品質が顧客ロイヤルティに与える影響が統計的に同じではないことを、
因果関係の強さを示す標準化係数の差に関して正規分布を用いて検証する Z
検定にて測定した。 
 なお、知覚されたサービス品質は SERVQUAL の 5 次元（有形性、信頼
性、反応性、確実性、共感性）からなる因子の高次に位置する、2 次因子モ
デルとして分析し、この 5 次元に関して確認的因子分析を実施した。2 次因
子分析には、下位指標の合算により計算されるため、内的整合性と下位指標
間の相関が同時に高くなってしまうといった問題点も指摘されているが（豊
田 2007）、潜在変数間に相関が認められ、かつその背後に共通因子の存在
を仮定することが内容的に妥当である場合には 2 次因子を想定することが妥
当であるとされている（鈴木・西嶋 2004）。知覚されたサービス品質におけ
る有形性・信頼性・反応性・確実性・共感性の 5 次元はいずれも企業が提供
するサービスに関する要素であるといった共通点があり、相関があることが
前提とされているのが 2 次因子モデルを採用する理由である。 
 
 
５－２－５．概念の操作化 
  
知覚されたサービス品質は、Parasuraman, Zeithaml, and Berry (1988) によ
る SERVQUAL の 22 項目を用いて、顧客がサービスを利用した後の知覚の
みで測定を行った。また、顧客満足は購買後にサービス提供者に対して生じ
る充足感を感情面で捉えた Bruner, Hensel, and James (2005) の 3 項目、顧客
ロイヤルティは態度的・行動的双方の側面で捉えた Zeithaml, Berry, and 
Parasuraman (1996) 及び Morgan and Hunt (1994) を参考にした 7 項目を尺度
として用いた。 
調整変数に関して、顧客共存在については、教育心理学においてある個
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人が他者の存在をどの程度意識するかという問いに答えるために用いられて
いる Biocca, Harms, and Gregg (2001) における 3 項目を用いて検証を行って
いる。また質の側面について、知覚統制感概念に関しては、個人が周囲の環
境を支配していると知覚する程度を表し、Hui and Bateson (1991) や Uhrich 
(2011) などマーケティング研究における知覚統制感概念として用いられて
いる Mehrabian and Russel (1974) における 5 項目を引用し、知覚類似性概念
は社会的存在感研究における先行研究で用いられた Jarvis, Mackenzie, and 
Podsakoff (2003)における 3 項目の尺度を採用した。 
なお、分析に際しては、IBM 社の統計解析ソフトウェアである SPSS 
Statistics Ver. 19.0 及び AMOS Ver. 19.0 を用いて実施している。 
 
 
５－３．調査概要 
 
ここでは本章において設定した、仮説の検証概要について述べる。検証
対象となるサービス業態の選定は、小売店舗（百貨店）及びファミリーレス
トランを選定した。本研究においては、多くのサービスにおける一般的な因
果関係の解明や実務的示唆を与えることを目的とし、2 つのサービスにおい
て検証し、社会的存在感の量の側面については、因果関係の結果を比較する
ことが妥当であると判断した。 
本調査は、マーケティング・リサーチ企業である株式会社アンド・ディ
（本社・東京都港区）に依頼し、会員総数が 100 万名16のボーダーズ・パネ
ルと呼ばれる市場調査専用のアンケートモニターに対して Web アンケート
を実施した。実施期間は平成 25（2013）年 9 月 13 日から 17 日にかけての 5
日間で、被験者は全国に住む 20～50 代の男女のうち過去 3 ヶ月以内に小売
店舗（百貨店）とレストラン（ファミリーレストラン）を利用した 20～50
                                                        
16 2014 年 7 月現在。https://borders.jp/services/borders-panel/ 
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代の消費者 815 名を対象とした。そのうち不適切な回答を行ったと考えられ
る 14 名の回答結果及び、顧客共存在のグループ化にあたっての中間値を削
除した、703 名の回答データを分析対象とした。男女比は男性が 48.1%
（338 名）、女性が 51.9%（365 名）となり女性が若干多く、年代別に見ると
20 代・30 代・40 代・50 代ともに約 25％ずつ、また職業は会社役員・正社
員が 47.4%（333 名）、専業主婦・主夫が 20.3%（143 名）、パート・アルバ
イトが 11.8%（83 名）の順で多くなっている。また、回答者のサービス利
用頻度に関しては 1 ヶ月以内に百貨店又はファミリーレストランを利用した
消費者が 69.2%（554 名）と多数派を占めているほか、利用頻度は半年に 1
～2 回程度が 10.0%（70 名）、3 ヶ月に 1 回以上が 33.7%（237 名）、1 ヶ月に
1 回未満が 15.2%（107 名）、1 ヶ月に 1 回以上が 16.1%（113 名）という割
合になっている。 
 
 
５－４．知覚されたサービス品質の次元分析 
 ５－４－１．確認的因子分析による因子項目の信頼性と妥当性 
 
 先述の通り、本研究では知覚されたサービス品質を、構成される 5 次元
（有形性、信頼性、反応性、確実性、共感性）の高次因子として捉えるた
め、確認的因子分析を実施し二次因子としての知覚されたサービス品質にお
ける 5 次元の妥当性を検証した。その結果を下に提示する。SERVQUAL の
測定項目 22 項目のうち、因子負荷量の少ない 5 項目を削除して検証を行っ
たところ、以下の結果となった。クロンバックのα係数はある程度の内的一
貫性が認められると看做される、0.8 以上を上回り（三浦 2004）、AVE（平均
分散抽出）を算出したところ、全ての次元において一定の妥当性があると判
断される 0.5 を上回ったことから (Fornell and Larcker 1981)、知覚されたサー
ビス品質の 5 次元の信頼性と妥当性が確認されたものとして解釈する。 
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表４－１．確認的因子分析による因子負荷量、信頼性及び AVE 
 
知覚されたサービス品質の因子負荷量、信頼性及び            
AVE（平均分散抽出） 
測定項目 
因子負
荷量 
クロン
バック  
α係数 
AVE 
有形性     
この百貨店／レストランの設備は見栄えが良い .87 .85 .67 
この百貨店／レストランの従業員の身なりはきちっ
としている 
.79    
この百貨店／レストランの備品の見栄えは良い .81    
      
信頼性     
この百貨店／レストランは約束の時間を守る .81 .85 .64 
この百貨店／レストランは正確にサービスを提供す
る 
.81    
この百貨店／レストランはミスが少ないことに自信
を持っている 
.79    
      
反応性     
この百貨店／レストランの従業員はサービスについ
て正確に伝えることが出来る 
.81 .87 .69 
73 
 
この百貨店／レストランの従業員のサービス提供
は迅速である 
.83    
この百貨店／レストランの従業員はいつも進んで
力を貸す 
.86    
      
確実性     
この百貨店／レストランの従業員の振る舞いは
堂々としていて信頼できる 
.82 .90 .69 
この百貨店／レストランは安心して利用できる .82    
この百貨店／レストランの従業員は礼儀正しい .79    
この百貨店／レストランの従業員は私の質問に答
える知識がある 
.89    
      
共感性     
この百貨店／レストランは個別に対応してくれる .86 .88 .65 
この百貨店／レストランには個人的な要望を汲み
取ってくれる店員がいる 
.83    
この百貨店／レストランは心から自分のことを考え
たサービスを提供している 
.74    
この百貨店／レストランの従業員は自分の要望を
理解してくれる 
.79     
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 ５－４－２．確認的因子分析のモデル適合度 
 
 次に、確認的因子分析によるモデルの適合度指標を以下に提示する。一般
的に GFI が 0.9 以上、CFI が 0.95 以上、RMSEA が 0.05 以下の数値を取れ
ば、データに説明力があると判断されるが（豊田 2007）、データの分布と正
規分布との差を示す RMSEA が 0.05 を上回った。しかし豊田（2007）による
とその場合でも他の適合度指標が良ければ棄却すべきでは無いと主張してい
るほか、田部井（2001）によるとこの結果を採択し、仮説検証を行う。 
 
 
表４－２．知覚されたサービス品質の確認的因子分析に関するモデル適合 
 度 
 
   
CMIN 514.034 
自由度 114 
確率 P<.000 
GFI .910 
AGFI .879 
CFI .963 
AIC 592.034 
RMSEA .065 
 
５－５．仮説検証 
５－５－１．記述統計量及び分散の確認 
 
 本節では、知覚されたサービス品質の次元分析をもとにした仮説検定に関
75 
 
するデータの確認を行う。はじめに、各質問項目に関する記述統計及び分
散、そして相関係数を確認する。記述統計量を見ると、両モデルともに、天
井効果及びフロア効果は認められなかった（表４－３）。 
 
表４－３．記述統計量 
 
記述統計量 
構成概念 測定項目 
度
数 
最
小
値 
最
大
値 
平均
値 
標準    
偏差 
分散 
知覚され
たサービ
ス品質 
この百貨店／レストラン
の設備は見栄えが良い 
801 1 7 4.70 1.091 1.190 
この百貨店／レストラン
の従業員の身なりはきち
っとしている 
801 1 7 5.12 1.004 1.008 
この百貨店／レストラン
の備品の見栄えは良い 
801 1 7 4.73 1.059 1.121 
この百貨店／レストラン
は約束の時間を守る 
801 1 7 4.71 1.014 1.028 
この百貨店／レストラン
は正確にサービスを提供
する 
801 1 7 4.86 1.044 1.091 
この百貨店／レストラン
はミスが少ないことに自
信を持っている 
801 1 7 4.55 1.055 1.113 
この百貨店／レストラン
の従業員はサービスにつ
いて正確に伝えることが
出来る 
801 1 7 4.74 1.053 1.109 
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この百貨店／レストラン
の従業員のサービス提供
は迅速である 
801 1 7 4.77 1.084 1.175 
この百貨店／レストラン
の従業員はいつも進んで
力を貸す 
801 1 7 4.52 1.097 1.202 
この百貨店／レストラン
の従業員の振る舞いは
堂々としていて信頼でき
る 
801 1 7 4.69 1.056 1.115 
この百貨店／レストラン
は安心して利用できる 
801 1 7 5.11 0.983 0.967 
この百貨店／レストラン
の従業員は礼儀正しい 
801 1 7 5.00 1.091 1.190 
この百貨店／レストラン
の従業員は私の質問に答
える知識がある 
801 1 7 4.69 1.105 1.221 
この百貨店／レストラン
は個別に対応してくれる 
801 1 7 4.58 1.071 1.146 
この百貨店／レストラン
には個人的な要望を汲み
取ってくれる店員がいる 
801 1 7 4.33 1.183 1.400 
この百貨店／レストラン
は心から自分のことを考
えたサービスを提供して
いる 
801 1 7 4.48 1.108 1.227 
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この百貨店／レストラン
の従業員は自分の要望を
理解してくれる 
801 1 7 4.65 1.078 1.162 
顧客満足 全体的に、私はこの百貨
店／ファミリーレストラ
ンに満足している 
801 1 7 4.95 1.057 1.118 
全体的に、この百貨店／
ファミリーレストランの
サービスに関して満足よ
りも不満を感じるほうが
多かった 
801 1 7 3.37 1.308 1.710 
全体的に、私はこの百貨
店／ファミリーレストラ
ンのサービスを利用して
心が満たされた 
801 1 7 4.70 1.094 1.196 
顧客ロイ
ヤルティ 
私は知り合いにこの百貨
店／ファミリーレストラ
ンの良さを伝える 
801 1 7 4.23 1.236 1.527 
人からアドバイスを求め
られた時、私はこの百貨
店／ファミリーレストラ
ンを薦める 
801 1 7 4.32 1.222 1.493 
私は友人や家族にこの百
貨店／ファミリーレスト
ランの利用を促す 
801 1 7 4.27 1.201 1.443 
私は百貨店／ファミリー
レストランで買物をする
時に、この百貨店／ファ
801 1 7 4.32 1.243 1.546 
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ミリーレストランをまず 1
番に選ぶ 
私はこの百貨店／ファミ
リーレストランに愛着を
持っている 
801 1 7 4.49 1.208 1.460 
私はこの百貨店／ファミ
リーレストランとのつな
がりをずっと維持し続け
たい 
801 1 7 4.44 1.167 1.362 
私はこの百貨店／ファミ
リーレストランとのつな
がりを保つための努力は
惜しまない 
801 1 7 3.80 1.323 1.750 
顧客共存
在 
私はこの百貨店／レスト
ランの店内において他の
買物客／利用客の存在に
ほとんど気付かない 
801 1 7 4.70 1.476 2.179 
私はこの百貨店／レスト
ランの店内で他の買物客
／利用客の存在を認識し
ている 
801 1 7 4.67 1.361 1.853 
私はこの百貨店／レスト
ランの店内においてたっ
た 1 人であると感じる 
801 1 7 5.15 1.524 2.322 
知覚統制
感 
私はこの百貨店／レスト
ランの店側から管理され
ていると感じる 
801 1 7 3.59 1.387 1.923 
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私は買物客／利用客とし
てこの百貨店／レストラ
ンに見合った振る舞いを
すべきであるという感覚
がある 
801 1 7 4.29 1.225 1.500 
この百貨店／レストラン
は、買物客／利用客の行
動を注視している 
801 1 7 4.09 1.162 1.351 
私はこの百貨店／このレ
ストランの雰囲気に支配
されている感じがする 
801 1 7 3.58 1.353 1.831 
私はこの百貨店／レスト
ランが定めたルールや規
則に進んで従う気になる 
801 1 7 4.41 1.109 1.230 
私はこの百貨店／レスト
ランの店側からルールや
規則を守るように仕向け
られていると感じる 
801 1 7 3.88 1.347 1.815 
知覚類似
性 
この百貨店／レストラン
で見かける他の買物客／
利用客と私は同じタイプ
の人間に見える 
801 1 7 3.95 1.279 1.636 
自分もこの百貨店／レス
トランで見かける他の買
物客／利用客と似ている
と感じる 
801 1 7 4.01 1.279 1.635 
この百貨店／レストラン
で見かける他の買物客／
801 1 7 3.72 1.363 1.859 
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利用客は、私と似たよう
な生い立ちだと思う 
 
 
 
 
 
 
 
５－５－２．相関分析 
 
次に、構成概念間の相関分析によって得られた結果を提示する。特に知
覚されたサービス品質と顧客ロイヤルティ、社会的存在感の質の側面を構成
する知覚統制感・知覚類似性概念間の相関が高いことが確認された。 
 
表４－４．相関分析 
 
  
知覚さ
れた  
サービ
ス品質 
顧客   
満足 
顧客ロ
イヤル
ティ 
顧客  
共存在 
知覚   
統制感 
知覚   
類似性 
知覚され
た     
サービス
品質 
Pearson の相関係数             
有意確率 (両側)             
N             
顧客満足 Pearson の相関係数 .682**           
有意確率 (両側) .000           
N 801           
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顧客ロイ
ヤルティ 
Pearson の相関係数 .767** .624**         
有意確率 (両側) .000 .000         
N 801 801         
顧客共存
在 
Pearson の相関係数 -.117** -.061 -.203**       
有意確率 (両側) .001 .087 .000       
N 801 801 801       
知覚統制
感 
Pearson の相関係数 .521** .352** .659** -.432**     
有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000     
N 801 801 801 801     
知覚類似
性 
Pearson の相関係数 .394** .271** .576** -.401** .776** 1 
有意確率 (両側) .000 .000 .000 .000 .000   
N 801 801 801 801 801 801 
 
**P < .01 
 
 
５－５－３．モデル適合度の検証 
 
次に、知覚されたサービス品質・顧客満足・顧客ロイヤルティ間の因果
関係に関するモデル適合度を検証する。豊田（2007）によると、適合度指標
に関して GFI は 0.9 以上、CFI は 0.95 以上が望ましいが、モデルに変数が多
い場合は GFI が 0.9 を超えていなくとも、GFI の低さだけで判断すべきでは
ないと考えられており、双方のモデルにおけるデータ分布と正規分布との乖
離を示す RMSEA は 0.05 以下で、一般的に適合度が高いと判断出来ると考
えられることから（小塩 2008）、このモデルを採択する。 
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表４－５．知覚されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティ間のモ
デル適合度 
 
   
CMIN 2186.316 
自由度 642 
確率 P<.000 
GFI .876 
AGFI .851 
CFI .949 
AIC 2434.316 
RMSEA .043 
 
 
５－５－４．知覚されたサービス品質と顧客満足・顧客ロイヤルティ間
の因果関係に関する検証 
 
次に、共分散構造分析によって得られた結果について考察する。サービス
品質が顧客満足及び顧客ロイヤルティに与える影響、そして顧客満足が顧客
ロイヤルティに与える正の影響は、百貨店・レストランの双方のサービスに
おいていずれも 0.1%で有意となり、仮説が全て支持される結果となった。 
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表４－６．知覚されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティの因果
関係に関する検証結果 
 
パス 
仮
説 
標準化
推定値 
標準
誤差 
検定統
計量 
確率 
知覚されたサービス品質 → 顧客
満足 
H1 .767 .044 18.404 
*** 
知覚されたサービス品質 →  
顧客ロイヤルティ 
H2 .583 .055 12.365 
*** 
顧客満足 → 顧客ロイヤルティ H3 .281 .050 6.273 *** 
***P < .001 
 
 
５－５－５．社会的存在感の量の側面が調整する効果に関する検証 
 
次に、調整変数の効果に関して検証を行う。知覚されたサービス品質が顧
客満足及び顧客ロイヤルティに与える調整効果に関して、百貨店においては
顧客共存在の調整効果が、Z 検定の統計量において 5%水準で有意となる 1.64
を上回ったが、レストランにおいては有意な差が確認されなかった（表４－
７－１及び表４－７－２参照）。 
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表４－７－１．顧客共存在の調整効果に関する検証結果（百貨店） 
 
パス 仮説 
標準化推定値 
Z 値 低顧客 
共存在 
高顧客 
共存在 
知覚されたサービス品質 →   
顧客満足 
H4a .889*** .753*** 2.325* 
知覚されたサービス品質 →   
顧客ロイヤルティ 
H4b .754*** .494*** 2.320* 
***P< .001  *P < .05 
 
 
表４－７－２．顧客共存在の調整効果に関する検証結果（レストラン） 
 
パス 仮説 
標準化推定値 
Z 値 低顧客 
共存在 
高顧客 
共存在 
知覚されたサービス品質 →   
顧客満足 
H4a .837*** .648*** 1.629 
知覚されたサービス品質 →   
顧客ロイヤルティ 
H4b .463*** .592*** .401 
***P< .001 
 
 
５－５－６．社会的存在感の質の側面が調整する効果に関する検証 
 
 次に、社会的存在感の質の側面である、知覚統制感と知覚類似性が調整す
る効果に関して、百貨店とレストランの 2 つのサービスを含めたデータを用
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いて検証を行う。知覚されたサービス品質が顧客ロイヤルティに与える影響
の違いに関して、知覚統制感に関しては Z 値が 0.1%水準で有意となる 2.56
を、また知覚類似性について 1%水準である 2.33 を上回り、有意な調整効果
が確認されたいっぽうで、知覚されたサービス品質が顧客満足に与える影響
を調整する効果は有意とはならなかった。 
 
 
表４－８－１．知覚統制感が調整する効果 
 
パス 仮説 
標準化推定値 
Z 値 低知覚 
統制感 
高知覚 
統制感 
知覚されたサービス品質 →   
顧客満足 
H5a .759*** .692*** .295 
知覚されたサービス品質 →   
顧客ロイヤルティ 
H5b .731*** .437*** 2.857*** 
***P < .001 
 
表４－８－２．知覚類似性が調整する効果 
 
パス 仮説 
標準化推定値 
Z 値 低知覚  
類似性 
高知覚 
類似性 
知覚されたサービス品質 →   
顧客満足 
H6a .765*** .687*** 1.012 
知覚されたサービス品質 → 顧客
ロイヤルティ 
H6b .412*** .777*** 2.408** 
***P < .001 **P < .01 
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５－５－７．仮説検証結果 
 
共分散構造分析による帰無仮説の棄却水準（主効果の検証）および Z 検定
における Z 値を踏まえた（調整効果の検証）結果をもとにした、仮説検証結
果を以下に提示する。知覚されたサービス品質、顧客満足及び顧客ロイヤル
ティ間の関係において、仮説１から３に該当する主効果は全て支持された。   
社会的存在感の調整効果に関して、量の側面である顧客共存在が調整する
影響は、百貨店においては支持されたがレストランにおいては棄却される結
果となった。質の側面である知覚統制感と知覚類似性が調整する効果は、知
覚されたサービス品質が顧客ロイヤルティ間の関係に与える効果のみ有意で
あることが検証された。 
 
表４－９．仮説検証結果 
 
仮説番号 仮説 検証結果 
仮説１ 知覚されたサービス品質は、顧客満足に正の影響を与える 支持 
仮説２ 
知覚されたサービス品質は、顧客ロイヤルティに正の影響を
与える 
支持 
仮説３ 顧客満足は、顧客ロイヤルティに正の影響を与える 支持 
仮説４ａ 
顧客共存在が低い場合に比べ高い場合では、サービス品質が
顧客満足に与える正の影響が弱い 
一部支持 
仮説４ｂ 
顧客共存在が低い場合に比べ高い場合では、サービス品質が
顧客ロイヤルティに与える正の影響が弱い 
一部支持 
仮説５ａ 
知覚統制感が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサー
ビス品質が顧客満足に与える正の影響が弱い 
棄却 
仮説５ｂ 
知覚統制感が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサー
ビス品質が顧客ロイヤルティに与える正の影響が弱い 
支持 
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仮説６ａ 
知覚類似性が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサー
ビス品質が顧客満足に与える正の影響が強い 
棄却 
仮説６ｂ 
知覚類似性が低い場合に比べ高い場合では、知覚されたサー
ビス品質が顧客ロイヤルティに与える正の影響が強い 
支持 
  
５－６．考察 
 本節では、本章における仮説検証結果をもとに考察及び今後の課題検討を
行う。知覚されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイヤルティ間の因果関
係に関する仮説１から３は全て支持された。知覚されたサービス品質が顧客
ロイヤルティに与える影響の強さを標準化推定値で比較すると、直接的な影
響が 0.583、顧客満足を媒介する影響が 0.21517となり、直接的な影響のほう
が強い結果となった。 
 社会的存在感の調整効果に関しては、量・質の両側面やサービスの違いに
よって異なる調整効果があることが検証された。質の側面では、知覚統制感
及び知覚類似性概念は、知覚されたサービス品質が顧客ロイヤルティに与え
る影響を調整する効果は有意となったいっぽうで、顧客満足に与える影響を
調整する効果が有意では無いことが明らかとなった。またレストランという
サービスにおいて知覚されたサービス品質が顧客満足及び顧客ロイヤルティ
に与える影響を顧客共存在が調整する効果が有意でないという結果が得られ
た。これまで社会的存在感に関する先行研究において、混雑したサービス・
エンカウンターの環境では混雑していない環境に比べサービスの成果が好ま
しくないものになるという経験的な示唆が与えられてきた反面、他者が多い
ほうが活気があり気分が高揚するという指摘もあるため (Martin and Pranter 
1989; Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 2010)、相反する要因が影響しているも
のと考えられる。質の側面については、特に知覚類似性よりも知覚統制感の
                                                        
17 知覚されたサービス品質が顧客満足に与える影響と顧客満足が顧客ロイヤルティに与
える影響の標準化推定値の積の値である。 
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調整する効果のほうが高く (P < .001 vs P < .01)、より強い調整効果を与えて
いることが明らかとなった。 
そして、調整変数の効果を加味しても、知覚されたサービス品質が顧客
ロイヤルティに与える影響は正の有意であることは変わらなかったことか
ら、社会的存在感概念を導入してもなお、知覚されたサービス品質が顧客ロ
イヤルティの重要な規定要因として機能することが明らかとなった。 
今後検証されるべき課題としては、サービスの違いにより社会的存在感
の調整効果が異なる結果を踏まえ、更に多くのサービスにおいて社会的存在
感と知覚されたサービス品質及びサービス成果との関係が明らかにされるべ
きである。その中で、社会的存在感の質の側面が、知覚されたサービス品質
が顧客満足と顧客ロイヤルティに与える調整効果が異なるものであったこと
を考慮し、その違いに再現性・一般性があるかどうかについても検証を進め
るべきであると考えられる。 
 
 
６－１．理論的インプリケーション 
 
これまでの議論を踏まえ、本章では本研究における理論的インプリケー
ション、実務的インプリケーション及び今後の限界と課題について議論す
る。 
本研究の理論的インプリケーションは、以下の 3 点にまとめられると考
えられる。第 1 の貢献は、知覚されたサービス品質・顧客満足及び顧客ロイ
ヤルティという 3 つの概念間の関係における社会的存在感の重要性をはじめ
て実証し、今までの社会的存在感に関する研究で指摘されていなかった調整
効果をはじめて明らかにすることが出来た点である。これまでにサービス・
エンカウンターにおける社会的存在感に関する先行研究では、サービスが提
供される場という前提が存在するにも関わらず、サービスの提供に配慮され
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ることなくサービスの成果との因果関係が検証されてきた。 
そのいっぽうで、顧客ロイヤルティの重要な規定要因として、サービス
研究では知覚されたサービス品質の重要性がこれまでに多く論じられてきた
が、知覚されたサービス品質とサービスの成果との関係は、顧客の心理的要
因や購買行動に影響を与える経済状況、サービス・エンカウンターにおける
環境的要因といった様々な要因により変化することがこれまでの研究におい
て検証されてきたにも関わらず、サービス・エンカウンターにおけるサービ
スの成果の規定要因として多くの研究でその重要性が指摘されていた社会的
存在感が考慮されていなかった。顧客ロイヤルティの規定要因として知覚さ
れたサービス品質がより適切である状況が、社会的存在感の量・質双方の側
面によって変化することを初めて実証した点で社会的存在感研究を前進させ
ることが出来たと考えられる。そして従来の先行研究において、消費者を対
象とした定性的研究において社会的存在感の量・質双方の側面に着目されて
きたものの (Martin and Pranter 1989; Grove and Fisk 1997)、量・質双方の側
面に着目した実証研究は無く、社会的存在感の 2 つの側面をはじめて検証し
た。サービス・エンカウンターにおけるサービスの因果関係を考察するため
には、今後社会的存在感の量・質双方の側面が考慮されるべきである。 
また、今回の結果からは、社会的存在感の調整効果に関わらず、知覚さ
れたサービス品質が顧客ロイヤルティに与える影響は正の有意であることは
変わらなかったことから18、社会的存在感概念を導入してもなお、知覚され
たサービス品質は顧客ロイヤルティの規定要因であることが実証され、知覚
されたサービス品質がサービス成果に与える影響を補完する役割を社会的存
在感が担うことがはじめて実証されたことも貢献と考えられる。 
社会的存在感の量の側面に関しては、レストランにおけるサービスでは
顧客共存在が知覚されたサービス品質が顧客満足及び顧客ロイヤルティに与
える影響を調整しないことが明らかになった。考えられる理由として、他者
の存在は状況により望ましくない結果に導いたり、反対に賑やかさや活気と
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いった好ましい店舗環境に影響に繋がることもあるという示唆が考えられる
ほか(Martin and Pranter 1989; Zhang, Beatty, and Mothersbaugh 2010; Uhrich 
2011)、小売店舗空間であればサービス・エンカウンターが混雑すると見ず
知らずの他者と身体的な接触が生じ不快感や来店意欲が減少すると考えられ
るいっぽうで、レストランにおいては満席の状況であっても着席している限
りは他の来店客との距離は一定以上に保たれているためこういった違いが生
じるものと考えられる。 
社会的存在感の質の側面については、知覚されたサービス品質が顧客ロ
イヤルティに与える影響を調整する効果が、知覚統制感概念が調整する効果
が知覚類似性概念よりも強いことが明らかとなった。今までの先行研究にお
いて、社会的存在感の質の側面は多くの現象が示唆あるいは検証されてきて
おり、それらの代表として知覚統制感と知覚類似性を調整要因として検証し
たが、よりサービスの成果と密接な概念を明らかにしたのも貢献点の 1 つで
あると考えられる。そして、仮説に反して知覚統制感及び知覚類似性概念は
知覚されたサービス品質が顧客満足に与える調整効果が有意ではないことが
明らかになったことも理論的発見の 1 つである。考えられる理由として、サ
ービス・エンカウンターにおける顧客満足は従業員の対応や施設・設備の充
実度といったサービス品質によって規定される点が大きいいっぽうで、社会
的存在感の好ましさはいわゆる衛生要因であり不満足の解消には効果的であ
るが満足の形成にはあまり貢献しないといった指摘や (McGrath and Otnes 
1995)、顧客満足の尺度がサービス・エンカウンターにおける顧客の感情そ
のものを測定したのに加え、サービス提供者に向けられた感情も含めて測定
しているといった理由が考えられる。 
また、第 2 の貢献として、知覚統制感概念に関し店舗混雑度が知覚統制
感の低さを媒介してサービスの成果に負の影響を与えるいっぽうで (e.g., 
Hui and Bateson 1991)、知覚されたサービス品質が顧客ロイヤルティに与え
る影響は、知覚統制感が低い場合に正の影響が強くなることで、サービスの
成果に与える影響は知覚統制感の高低で異なる結果となった。この、サービ
スの成果と知覚統制感との関係について新たな理論的示唆を行えたことも貢
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献であると考えられる。 
第 3 の貢献は、これまで教育心理学において、同じ場に存在する他者の
質（学習を促進する他者の属性）が学習効果を向上させる社会的存在感概念
が、サービス研究においても適用出来ることが明らかになった点である。同
概念は EC サイトにおける購買意欲を高めるための、Web サイトにおける品
質を表すためにマーケティング研究へ援用されているものの (Gefen and 
Straub 2003)、サービス研究における顧客間の関係にも援用出来ることが明
らかとなり、知覚統制感や知覚類似性だけではなく他の社会的存在感の質の
側面についても更なる理論展開が期待できる。 
 
 
６－２．実務的インプリケーション 
 
次に実務的インプリケーションに関して検討を行う。サービス提供者
は、従業員教育や施設のデザイン、設備の充実度、組織のビジネスシステム
といった比較的企業がマネジメントしやすい要素だけではなく、社会的存在
感という要素にも配慮することで、顧客ロイヤルティを更に高め、高いサー
ビス品質を活かすことが可能になるはずである。量の側面に関しては、サー
ビス・エンカウンターにおいて顧客の数が過度になり過ぎないような需要と
供給のマネジメントが不可欠である。例えばレストランであれば顧客の少な
い時間帯に安価で飲食物を提供したり、小売店舗であればタイムセールを実
施する取り組みが有効と考えられる。 
サービス・エンカウンターにおける顧客が過度にならないような取り組み
を実践している企業もある。兵庫県姫路市に本社を構え、全国規模で子供服
を販売する西松屋は、「ガラガラ経営」を店舗経営コンセプトの 1 つに掲げ、
例え来店客が多い曜日・時間帯であっても店舗を混雑させないように気を配
っていることが同社の特徴の 1 つである。西松屋は、主要顧客である子供連
れの利便性を追求し、子育てや家事に忙しい子連れ客にとっては、店内の混
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雑やレジ待ちの時間はストレスにしかならずこのため出店立地に関しては大
通り沿いではなく、来店客が混み合わない場所をあえて選ぶという19。年間
売上額は 1000 億円を超え 19 期連続の増収を記録している。 
また、質の側面に関しては、サービス提供者は顧客の行動の自由を制限
し、企業にとって望ましいようにコントロールする具体的な取り組みや、価
値観や生活様式が類似した顧客を集客するために一貫したマーケティング・
コミュニケーション活動の実施やターゲティング戦略が重要となると考えら
れる。例えば、サービス・エンカウンターにおいて常に従業員が顧客の行動
を注視すること、高級ファッションブランド店のように店舗入口に従業員を
配置し企業にとって望ましくない顧客が入店しない雰囲気を形成すること、
スポーツ競技場のように顧客の目に入りやすい場所に禁止事項を掲示すると
いった取り組みが必要であると考えられる。 
 
６－３．限界と課題 
 
最後に本研究の限界と今後の課題、研究の可能性について検討する。知
覚されたサービス品質とサービス成果及び社会的存在感との関係性について
今後一層の検討が必要である。先述のように、サービス業種や社会的存在感
の量・質の側面といった違いによって、社会的存在感の調整効果が異なる実
証結果が提示された。 
例えばスポーツ観戦や音楽ライブといったサービスでは、他の顧客の存
在がサービス成果の重要な規定要因であることが示唆されており 
(McAlexander, Schouten, and Koenig 2002)、サービスの違いによって因果関係
に違いがあるかどうかを考察する必要がある。また、売場とレジ、入店前と
いったサービスが提供される場所の違いにより社会的存在感の与える効果の
違いに関しても今後検討すべきである。サービス・エンカウンターにおける
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顧客の数の多さとサービス成果との関係が変化する要因を、顧客の個人的属
性や、サービスの環境的属性に分けて今後考察する必要がある。また、社会
的存在感の量・質の側面はそれぞれ別々の要因として検証したが、これらの
要因が 2 つ以上組み合わさることにより因果関係がいかに変化するかも今後
の検討課題として考えられる。 
社会的存在感の質の側面に関しては、顧客の知覚統制感や知覚類似性を
企業がマネジメントするための具体的な方略についての示唆や、本研究で示
唆されなかった他の質の側面も検討すべきである。また、知覚されたサービ
ス品質と顧客満足及び顧客ロイヤルティ間の関係に与える調整効果が異なっ
た結果が出た要因を更に詳しく検討することが今後の研究で不可欠であると
考えられる。 
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構成概念 測定項目 出所 
知覚され
たサービ
ス品質 
この百貨店／レストランの設備は見栄えが良い 
Parasuraman, 
Zeithaml,and 
Berry（1988） 
この百貨店／レストランの従業員の身なりはきち
っとしている 
  この百貨店／レストランの備品の見栄えは良い 
  この百貨店／レストランは約束の時間を守る 
  この百貨店／レストランは正確にサービスを提供
する 
  この百貨店／レストランはミスが少ないことに自
信を持っている 
  この百貨店／レストランの従業員はサービスにつ
いて正確に伝えることが出来る 
  この百貨店／レストランの従業員のサービス提供
は迅速である 
  この百貨店／レストランの従業員はいつも進んで
力を貸す 
  この百貨店／レストランの従業員の振る舞いは
堂々としていて信頼できる 
  この百貨店／レストランは安心して利用できる 
  この百貨店／レストランの従業員は礼儀正しい 
  この百貨店／レストランの従業員は私の質問に答
える知識がある 
  この百貨店／レストランは個別に対応してくれる 
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  この百貨店／レストランには個人的な要望を汲み
取ってくれる店員がいる 
  この百貨店／レストランは心から自分のことを考
えたサービスを提供している 
  この百貨店／レストランの従業員は自分の要望を
理解してくれる 
顧客満足 全体的に、私はこの百貨店／ファミリーレストラ
ンに満足している 
Bruner, 
Hensel, and 
James (2005) 全体的に、この百貨店／ファミリーレストランの
サービスに関して満足よりも不満を感じるほうが
多かった 
全体的に、私はこの百貨店／ファミリーレストラ
ンのサービスを利用して心が満たされた 
顧客ロイ
ヤルティ 
私は知り合いにこの百貨店／ファミリーレストラ
ンの良さを伝える 
Zeithaml, 
Berry, and 
Parasuraman 
(1996) and 
Morgan and 
Hunt (1994) 
人からアドバイスを求められた時、私はこの百貨
店／ファミリーレストランを薦める 
私は友人や家族にこの百貨店／ファミリーレスト
ランの利用を促す 
私は百貨店／ファミリーレストランで買物をする
時に、この百貨店／ファミリーレストランをまず
1 番に選ぶ 
私はこの百貨店／ファミリーレストランに愛着を
持っている 
私はこの百貨店／ファミリーレストランとのつな
がりをずっと維持し続けたい 
私はこの百貨店／ファミリーレストランとのつな
がりを保つための努力は惜しまない 
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顧客共存
在 
私はこの百貨店／レストランの店内において他の
買物客／利用客の存在にほとんど気付かない 
Biocca, 
Harms, and 
Gregg (2001) 私はこの百貨店／レストランの店内で他の買物客
／利用客の存在を認識している 
私はこの百貨店／レストランの店内においてたっ
た 1 人であると感じる 
知覚統制
感 
私はこの百貨店／ファミリーレストランの店側か
ら管理されていると感じる 
Hui and 
Bateson 
(1991) 私は買物客としてこの百貨店／ファミリーレスト
ランに見合った振る舞いをすべきであるという感
覚がある 
この百貨店／ファミリーレストランは、買物客の
行動を注視している 
私はこの百貨店／ファミリーレストランの雰囲気
に支配されている感じがする 
私はこの百貨店／ファミリーレストランの店側か
らルールや規則を守るように仕向けられていると
感じる 
知覚類似
性 
この百貨店／ファミリーレストランで見かける他
の買物客と私は同じタイプの人間に見える 
Jarvis, 
Mackenzie, 
and 
Podsakoff 
(2003) 
自分もこの百貨店／ファミリーレストランで見か
ける他の買物客と似ていると感じる 
この百貨店／ファミリーレストランで見かける他
の買物客は、私と似たような生い立ちだと思う 
 
